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施 策

誰も が支えあいながら 生き生きと 暮ら せるまちづく り

共生する地域社会の実現

障がい 者（ 児）のニーズの多様化

市基幹相談支援センタ ー※を中心とし た総

合的な 相談体制を 確立し 、適切な 福祉

サービスの提供に努めてきまし た。

こども 発達サポート センタ ー※において発

達障害※の早期発見・ 支援を 推進し 、発達

障害の支援体制づく りに取り 組んできまし

●

●

障がい者計画※に沿った福祉サービスの提

供により 、障がい者が社会参加し やすい体

制づく りに努めてきまし た。

●

少子高齢化の進行やひとり 親世帯の増加、

コ ロ ナ禍などにより 、複合的な 課題を 抱

え、生活に困窮する人が増加し ています。

●

現 状 障害特性に応じ た福祉サービ スの充実を

図るため、関係機関と のさら なる連携を 図

る必要があります。

発達相談の増加に伴い、専門職を 確保す

るなど相談体制の充実を 図る必要があり

ます。

●

●

障がい者が地域の一員とし て日常生活を

過ごし 、社会活動等に参加でき るよう 、引

き 続き 、地域生活や就労、相談に対する支

援体制の充実に取り 組む必要があります。

●

経済的な 問題のほか、様々な 問題を 抱え

て困窮し ている人の孤立化を 防ぎ、自立を

支援するために、生活支援と 就労支援を組

み合わせた包括的・ 継続的な 支援体制の

構築が必要です。

●

課 題

障がい 者の自立支援

現 状 課 題

地域社会を 取り 巻く 情勢の変化

現 状 課 題

障がい 者（ 児）への福祉サービ スや支援体制の充実

●

●

●

生活困窮者自立支援法※に基づき 、生活保護に至る前の生活困

窮者に対し て、自立相談支援や就労支援、住居確保支援に取り 組

みます。

生活保護受給者に必要かつ適切な支援を 行い、就労による早期

の自立を促進します。

複合的な課題に対し、地域全体で支援できる体制の構築に努めます。

生活困窮者等への支援

●

●

障害の特性やニーズを踏まえた福祉サービスを提供するとともに、

障害への理解と 障がい者への配慮を広げるため、ヘルプマーク・

ヘルプカード の普及・ 啓発に努めます。

こども 発達サポート センタ ーの相談支援体制の充実や、関係機関

との連携による発達障害の早期発見・ 支援を行います。

障がい 者の自立と 社会参加の促進

●

●

障がい者の権利を守るとと も に、自立支援等の観点から 、一人一

人に応じた地域生活支援や就労支援を進めます。

成年後見センタ ー※の利用促進を 通じ て、認知症や知的障害、精

神障害等により 判断能力が十分でない人の利益や財産の保護に

努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

障がい者（ 児）と その家族に対し 、成長の段階に応じた療育・ 就労・ 生活支

援サービス等の提供体制を構築します。

関係機関と連携し、障がい者が地域の中で日常生活を過ごし、社会活動や

経済活動等に参加できる共生社会※の実現を目指します。

生活に課題を抱える人々の孤立を防ぎ、自立し 、安定した生活を送れるよ

うに、地域全体で見守り、支援する体制を構築します。

市民生活を生涯にわたり支えるため、健康維持や医療、介護保険のさらな

る適正化等を図りながら、関係機関と 連携し 、社会保障制度の安定運営に

努めます。

●

●

●

●共生する 地域社会の実現

医療保険や介護保険等の社会保障関連費※

は増加傾向にあること から 、持続可能な制

度運営に与える影響が懸念さ れています。

国民年金の加入も れにより 、受給額が減額

と なるケースが見受けら れます。

●

●

医療保険と 介護保険の給付費の適正化を

推進し ていく 必要があります。

国民年金制度の周知と 受給権の確保に努

める必要があります。

●

●

社会保障制度※を 取り 巻く 状況の変化

現 状 課 題 ●

●

●

医療保険においては健診や保健指導、生活習慣病※の予防等に

関する事業を実施し 、医療費の適正化に努めます。

介護保険においては保険料の適切な設定を 行い、サービス提供

の質の向上や介護給付費※の適正化に努めます。

国民年金の資格届出等の適正な処理や相談業務、制度周知等を

実施し 、市民の年金受給権確保に努めます。

社会保障制度の円滑な 運営

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策3 -4 7372
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関　 　 連
個別計画

第２ 次障がい者計画

第６ 期障害福祉計画

第２ 期障がい児福祉計画

2 018～2 02 6

2 021～2 02 3

2 021～2 02 3

個別計画名 計画期間

すこやか支えあいプラン2 021

第二期国民健康保険保健事業実施計画

2 021～2 02 3

2 018 ～2 02 3

個別計画名 計画期間

誰も が支えあいながら 生き生きと 暮ら せるまちづく り

障害について、知ってほし いこと

　 障害には身体障害・ 知的障害・ 精神障害の3 種類があり 、

障がい者（ 児）と は、「 継続的に日常生活や社会生活に相当

な制限を 受ける者」と 定義さ れています。各障害においても

様々な種類があり 、外見では健常者と 見分けがつかない障

害も あるほか、症状にも 大き な差があり ます。障害は福祉用

具等で 補う こ と ができ ますが、周囲の人の配慮も 大き な 助

けと なり ます。

　 障害などで 困って いる 人が、周り に支援を 求めるための

ツ ール「 ヘルプ カ ード 」は、裏面に支援し てほし いこ と や手

伝ってもら いたいこと を 記入し ておき 、いざと いう 時に提示

するこ と で「 支援が必要な 人」と「 支援がで

き る人」を つなぐこと ができます。裏面を 見

せら れたと き や緊急時には内容を 確認し 、

必要な支援を 行ってく ださ い。

　 ま た、スト ラッ プ 型の「 ヘルプ マ ーク 」も

あり ます。見かけたら 、バスや電車内で席を

譲る 、困っ て いるよう で あれば声を 掛ける

など、思いやり のある行動をお願いし ます。

やさし さ政策3

適材適所で

会社に欠かせない存在に

障がい者雇用に積極的な企業
（ 八幡金属㈱国分工場）

安楽 次広 さ ん

　 当社で は5 人の障がい者を 雇用し 、勤続10 年以

上の方も います。障害は「 個性」と 捉えるこ と が大

事。例えば精神障がい者は集中力があり 連続性の

ある 作業が得意なので 、検品作業など には欠かせ

な い戦力になり ま す。職場は、障がい者と 健常者

が理 解を 深める 貴重な 機会。互い に 支え 合い 、

チームワーク の向上にも つながっています。

つぎひろあんらく

●

●

●

●

障害への理解を深め、障がい者（ 児）への心配りや手助けに努めましょう 。

発達障害※に関する研修会等に参加し 、理解を深めましょう 。

支援する 側と 支援を 受ける 側に分かれる ので はなく 、市民一人一人が役割を 持ち 、支え 合いま

しょう 。

社会保障制度※の趣旨を理解し 、適正な利用や保険料（ 税）の納付に努めましょう 。

●

●

●

●

●

●

福祉事業所は関係機関と 連携して、児童発達支援※等の円滑な活用や相談体制の強化に努めましょう 。

障害の特性を理解し 、障がい者（ 児）への配慮に努めましょう 。

ハローワーク等と 連携し 、障がい者の就職・ 就労の支援に努めましょう 。

専門職や関係機関は互いに連携し ながら 、地域と 共に支え合いの基盤を作りましょう 。

退職者等に社会保障制度を周知しましょう 。

介護保険事業者は適切なサービス提供に努めましよう 。

共生する地域社会の実現

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

509 ,161円

23 ,60 0 円

35 .8％

930人

25 件/年

STO P

障害があるこ と で嫌な思いをし たこ と がある
障がい者の割合

障害者自立支援事業※のう ち就労継続支援を
利用している実人数（ 延べ）

こ ども・ く らし 相談センタ ー※におけるプラン
（ 自立支援計画※）の作成件数

国民健康保険の被保険者一人当たり の医療諸費

介護保険第１号被保険者※一人当たり の給付月額

4 8 4 ,4 49 円
（ 2 021 ）

2 3 件/年
（ 2 021 ）

6 6 6人
（ 2 02 2 ）

3 8 .3％
（ 2 02 0 ）

2 3 ,8 61円
（ 2 021 ）

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策3 -4

2 0 1 7

6 ,0 7 3

9 2 9

1 ,1 8 4

8 ,1 8 6

2 0 1 8

5 ,9 7 8

9 0 8

1 ,1 1 2

7 ,9 9 8

2 0 1 9

5 ,5 5 9

1 ,1 5 2

1 ,1 3 0

7 ,8 4 1

2 0 2 0

5 ,8 1 7

9 6 3

1 ,1 9 0

7 ,9 7 0

目標値

5 ,6 6 6

1 ,0 7 5

1 ,2 5 2

人

年度3 ,0 0 0

4 ,5 0 0

6 ,0 0 0

7 ,5 0 0

9 ,0 0 0

精神障害者保健福祉手帳 療育手帳身体障害者手帳

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

円

年度3 5 0 ,0 0 0

4 0 0 ,0 0 0

4 5 0 ,0 0 0

5 0 0 ,0 0 0

5 5 0 ,0 0 0

鹿児島県霧島市

障害者手帳所持者数（ 参考）

身体障害者手帳は微減傾向にあ

るが、精神障害者保健福祉手帳、

療育手帳は増加傾向にある こ と

から 、今後も 障害特性に 応じ た

支援が求めら れている 。

コ ロ ナ禍前の毎年度の伸び率が

約2 . 9 % で あ る が、今 後団 塊の

世代※が後期高齢医療に 移行す

る こ と を 踏ま え 、毎年度の 伸び

率を 1 . 0 ％ 以内に 抑え る こ と を

目指す。

出典： 長寿・ 障害福祉課（ 2 0 2 1 年度）

出典： 鹿児島県国民健康保険課（ 2 0 2 1 年度）

国民健康保険の被保険者一人当たり の医療諸費

4 4 9 ,9 6 9

4 6 7 ,5 8 9
4 7 8 ,3 1 6

4 7 0 ,0 6 9
4 8 4 ,4 4 9

5 0 9 ,1 6 1

4 2 6 ,0 0 5
4 3 7 ,3 1 4

4 5 3 ,2 8 6

4 7 2 ,8 5 1

4 5 3 ,7 0 9

7 ,9 9 3

市民一人一人で

事業所・ 事業者・ 団体で

7574
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施 策

児童生徒の学力向上と 教員の働き 方改革

本市の児童生徒の各種学力調査の平均通

過率※は、全国や県の平均を 下回る教科も

あり ます。

働き 方改革により 、教員の在校等時間の

削減が進む一方、新たな 課題に対応する

ため業務量が増えるケースも あります。

●

●

価値観の多様化や社会情勢の変化等によ

り 、学校生活での人間関係が希薄化し てい

ること から 、様々な機会を通じ て、児童生徒

の悩みや相談に対応できる場を設定してい

ます。

●

規模や地理的状況の違いにより 、学校が

抱える問題は異なるため、人的・ 物的環境

を 同じ 水準で 整備するこ と は困難な 状況

です。

●

現 状 授業によっ て 身に付く 学力や技能等を 焦

点化し 、主体的・ 対話的で深い学びにつな

がる学習を推進する必要があります。

教員の資質向上やICT※機器を 活用し た業

務効率化等に取り 組む必要があります。

●

●

児童生徒の悩みや困り ごと への迅速な対

応、児童生徒が関わる 複雑・ 多様な問題に

ついて 、関係機関等と の連携を 密に図る

必要があり ます。

●

学校と 連携し ながら 、実態に応じ た特色あ

る教育活動や支援環境整備に取り 組む必

要があります。

●

課 題

人間関係の希薄化

現 状 課 題

特色ある 教育活動の推進

現 状 課 題

夢実現のための学力の向上と 個性を 育む教育の推進

●

●

特色ある教育活動や地域人材と の交流、地域素材を 生かし た体

験活動などを 通じ 、郷土を 愛する心を 養い、社会に貢献し よう と

する子ども を育成します。

学校施設の適切な整備とと も に、特認校制度※や山村留学制度※、

就学援助、長距離通学補助など、児童生徒の教育的・ 経済的な支

援制度の充実・ 周知を図ります。

多様な 教育活動・ 支援環境の充実

●

●

●

将来の夢や希望する進路を 実現するため、基礎的学力の定着や

企業と 連携し たキャリ ア教育の充実を図り ます。

ICTを 活用し 、教員の資質向上や働き 方改革、児童生徒の情報

活用能力の育成に取り 組みます。

個別最適な学び※と 協働的な学び※を推進すると と も に、特別な

支援や配慮を要する児童生徒を支援し 、誰一人取り 残さ ない教育の充実を図り ます。

豊かな 心と 健康な 体を 育む支援体制の充実

●

●

全ての児童生徒が自己肯定感※や自己有用感※を高め、自他を大

切にする心を育む、魅力ある学校づく りを目指します。

一人一人の個性・ ニーズに応じ た支援や、悩み等への相談体制

の充実、合理的な配慮※を通じ て、社会的な自立の推進や健やか

な心身の育成に努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

児童生徒の夢実現のため、学力向上やキャリ ア教育※の充実、きめ細か

な教育支援に努めるとともに、教職員の資質向上に努めます。

自他を思いやる気持ちや高い規範意識※を 身に付け、社会で自立でき

る、健康でたく まし い人材の育成を目指します。

地域や関係機関と 連携し た学校支援体制を構築し 、特色ある教育活動

を推進するとと もに、安全・ 安心な教育環境の整備に努めます。

国分中央高校は魅力ある専門高校とし て、歴史・ 伝統を継承し つつ、時

代と 社会の変化に対応できる人材の育成を目指し 、さらなる活性化に取

り 組みます。

●

●

●

●

立志と 将来への希望を育む学校教育の充実

総合
戦略

総合
戦略

市立国分中央高校では、時代のニ ーズに

応じ た施設の整備や、多様な 進路目標へ

の対応を推進する一方、少子化の進行によ

り 定員確保が難しく なっています。

● 引き 続き 、施設や設備の整備、主体的な進

路選択ができ る進路指導の充実、定員確

保の強化を図る必要があります。

●

魅力ある 市立高等学校づく り

現 状 課 題 ●

●

●

各学科の特色ある教育活動を 推進し 、専門性、教育水準の維持

向上を 図るとと も に、学科間の連携し た取組を 推進し 、地域に信

頼さ れる魅力ある学校づく り に取り 組みます。

歴史・ 伝統を 継承し つつ、時代のニーズに応じ た高度な 専門的

技術や知識を 持った人材の育成に努めます。

進路指導の充実を 図るとと も に、募集定員の確保に向けた取組を 強化し ます。

専門高校と し ての魅力を 高める 高等学校教育の充実

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

立志と 将来への希望を 育む
学校教育の充実

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策4 -1 7776
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子どもと の触れ合い

元気のも と に

スク ールガード リ ーダー

南 通 さ ん

　 子ど も たち の安全に貢献で き ればと 、霧島・ 国

分地区の7 つの小学校で 登下校時の立哨と 巡回パ

ト ロ ールを 続けて1 6 年。止まってく れた車におじ

ぎ をし たり 、元気にあいさ つをし たり する 姿に元

気をも ら っています。こ れから も 、地域活動や学校

行事な ど を 含め、私にで きる こ と で 子ど も たち の

力になり たいですね。

●

●

●

「 早寝・ 早起き・ 朝ごはん」を実践し 、基本的な生活習慣や家庭学習、運動の習慣化を推進しましょう 。

子ども の行動をよく 観察し 、褒めたり 叱ったりし て関わりを持ちましょう 。

親子で市内の産業や企業等に関心を持ちましょう 。

●

●

学校と 連携した登下校時の見守りやあいさ つ運動等に積極的に関わり 、それを継続しましょう 。

子ども たちが学びを生かして地域貢献できる機会をつく り 、その取組をみんなで応援しましょう 。

●職場体験や企業見学などを通して、地元で働く こと の魅力を紹介しましょう 。

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

学習定着度調査※における平均通過率※の県と の比較

規範意識※の高い児童生徒の割合

体力テスト（ 小中学校）における平均値の県と の比較

第二次教育振興基本計画

個別計画名 計画期間関　 　 連
個別計画 2 02 0 ～2 024

立志と 将来への希望を育む学校教育の充実

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

-1.5 ポイント
（ 2 021 ）

8 8 .9 ％
（ 2 021 ）

-6 .2 ポイント
（ 2 021 ）

5 4 .2％
（ 2 02 2 ）

9 0 .0 ％

1.7ポイント

65 .0 ％

1.5 ポイント

施策4 -1

「 特認校制度※」と は

　「 特認校制度」と は「 小規模校特別認可制度」のこ と で 、

本来就学すべき 学校以外の、過疎化が進んで いる 地域の

学校に、一定の条件の下、特別に就学（ 転学）を 認める制度

で す。多く の特認校で は、豊かな 自然環境の中、少人数規

模で 地域の特色を 生かし た様々な 教育活動が行われて い

ます。

　 こ の制度を 利用し て、本市では令和4（ 2 0 2 2 ）年度に6 2

人の小学生と 1 7 人の中学生が1 1 の特認校に通っ て いま

す。特認校に興味がある 方は、ま ずは在籍校にご 相談く だ

さ い。

とおるみなみ

体力テスト（ 小中学校）における平均値の県と の比較

県と 市の結果を 比較。毎年大きく

上下し て いるが、基礎体力の定着

を 図るこ と で、前期基本計画と 同

様に、県平均を1 .7 ポイ ント 上回

るこ と を 目指す。

出典： 学校教育課（ 2 0 2 2 年度）

学習定着度調査における平均通過率の県と の比較

県と 市の結果を 比較。結果は毎

年大き く 上下し て いるが、基礎学

力の定着を 図るこ と で、前期基本

計画と 同様に、県平均を1 .5 ポイ

ント 上回るこ と を 目指す。

出典： 学校教育課（ 2 0 2 2 年度）

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

ポイント

年度

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9

4 .4

0 . 2

2 0 2 0

0 .2

2 0 2 1 目標値

ポイント

年度▲7 .0

▲5 .3

▲3 .5

▲1 .8

0 .0

1 .8

3 . 5

5 . 3

▲1 .8

▲0 .9

▲1 .4

▲0 .5

0 .0

0 .5

0 .9

1 . 4

1 .8

▲1 . 2

▲5 .0
▲6 . 2

1 . 5

▲0 .5

0 .1

▲1 .5

1 .7

コ
ロ
ナ
禍
で
未
実
施

（ 2 0 2 2 年5 月1 日現在）

学校名 所在地 児童生徒数

市民一人一人で

事業所で

木原小学校

川原小学校

平山小学校

塚脇小学校

竹子小学校

佐々木小学校

中津川小学校

持松小学校

永水小学校

小浜小学校

中福良小学校

福山小学校

木原中学校

国分郡田3 5 9 2

国分川原2 6 5 4

国分川内3 0 5 3

国分上之段2 2 8 4

溝辺町竹子8 5 9

横川町下ノ 9 2 0 -6

牧園町上中津川1 2 8 2

牧園町持松1 1

霧島永水3 8 1 1

隼人町小浜4 7 7 4

隼人町嘉例川1 8 3 1 -1

福山町福山2 9 6 2 -1

国分郡田3 5 9 2

1 7 人（ 3 学級）

9 人（ 3 学級）

9 人（ 3 学級）

1 1 人（ 4 学級）

2 4 人（ 4 学級）

6 人（ 2 学級）

1 7 人（ 3 学級）

9 人（ 3 学級）

2 3 人（ 5 学級）

2 7 人（ 4 学級）

2 2 人（ 4 学級）

1 0 人（ 4 学級）

1 4 人（ 3 学級）

地域で
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施 策

郷土愛の醸 成と 生き る 力の育成

本市の豊かな 自然や歴史・ 文化を 学ぶこ

と で 、郷土愛を 醸成すると と も に、異年齢

集団による 宿泊体験活動を 通じ て 、自律

性・ 協調性の育成に取り 組んできまし た。

●

地域における人と のつながりや地域に対す

る関心が希薄化し てき ているほか、少子化

や家族形態の変化により 、家庭内において

規律・ マナーや思いやり を 学ぶ機会、親子

間のコミ ュニケーショ ンを 図る機会が減少

しています。

●

社会教育施設においては、老朽化が進む

公民館などの修繕等に対応するとと も に、

図書館やメ ディ アセンタ ー等の機能充実

を図ってきまし た。

公民館講座は、新規講座を開設するなど充

実に努めてきまし た。

●

●

現 状 児童生徒それぞれが夢や目標を 持てるよ

う に、将来の仕事につながる職業体験を取

り 入れた事業を 展開する必要があります。

●

社会生活の基礎と なる 規律やマナー、生

活習慣などを 身に付けるため、家庭の教育

力の向上や、地域ぐるみで見守る環境づく

り が求めら れています。

●

安全・ 安心に公民館等を 利用でき るよう 、

適切な施設の維持管理を 行う とと も に、図

書館やメ ディ アセンタ ーの利用を促進する

必要があります。

SD Gｓ やラ イフ ステージ ※に対応し た魅力

ある講座の開設が求めら れています。

●

●

課 題

家庭教育力の向上

現 状 課 題

学習環境の整備と 学習機会の充実

現 状 課 題

生き る 力を 育む体験・ 交流活動の充実

●

●

●

市民の多様化・ 高度化する学習ニーズへの対応や、市民が必要と

し ている学習情報の提供に努めます。

機能が充実し た図書館等の周知・ 広報による利用促進や、幅広い

年代層・ 学習ニーズに対応し た講座の充実に努めます。

社会教育施設の修繕等を通じ 、市民が安全・ 安心に利用できる学

習環境の整備に努めます。

多様な 学び を 支援する 学習環境の充実

●

●

豊かな自然環境の中で 、様々な体験活動を 行い、心身共にたく

まし い「 きりし まっ 子」を育成すると と も に、子ども たちが多様性

を 認め、豊かな感受性を 養う ための取組を推進し ます。

市内の高等教育機関※や事業所と 連携し 、科学体験やも のづく

り 体験、職業体験を取り入れた取組を推進し ます。

地域ぐ る みで 子ど も の成長を 支える 体制づく り

●

●

子ども が基本的な生活習慣を 身に付け、自立し た社会生活を 送

れるよう 、地域学校協働活動を推進し 、地域ぐるみで子育てを 支

援する環境整備を図ります。

親とし ての学びなど、家庭教育支援の学習機会や情報提供等を

図ると と も に、学校や地域、警察、校区青少年健全育成連絡会※

などと 連携し て、青少年の健全育成に努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

体験活動等を 通し て、心身共にたく まし い「 きりし まっ子」を育成し 、子

ども たちが夢や目標を持てるよう な取組を推進します。

地域学校協働活動の推進や家庭・ 地域の教育力の向上により 、地域ぐる

みで青少年を育成する気運を醸成します。

市民の学習のための環境や内容の充実、成果の還元、情報の提供に努

めます。

文化財に触れ、学ぶ機会を積極的に設けること で、郷土に誇り を持つ心

の醸成や文化財の保存・ 活用を図り 、貴重な遺産を後世に伝えます。

●

●

●

●

多様な学びを支援する社会教育の充実

総合
戦略

総合
戦略

本市は史跡や歴史的価値のある建造物、

郷土芸能な ど 豊かな 文化財を 有し て い

ます。

少子高齢化や生活様式、価値観の変化等

により 、文化財の保存・ 継承が困難になっ

ています。

●

●

積極的な文化財の発信・ 活用等を 通し て、

郷土に誇りを持つ心の醸成、後継者の育成

等が求めら れています。

●

文化財の保存・ 継承の推進

現 状 課 題 ●

●

文化財に触れる史跡巡り や体験学習、歴史講座などを 積極的に

開催すると と も に、郷土芸能の保存団体と の連携、団体間の交

流を 推進し ます。

文化財の計画的な 調査・ 研究、保存、見学環境の整備に努める

とと も に、歴史・ 文化・ 自然・ 産業などに触れること のできる施設

の充実を 図り 、文化財の活用を 促進し ます。

文化財の保存・ 継承と 活用

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

多様な学びを 支援する
社会教育の充実

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策4 -2 8180
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素晴らし い歴史や文化

私の誇り に

　 母の勧めで 参加し た文化財少年団。こ れまで 何

げなく 訪れていた霧島神宮や鹿児島神宮、上野原

縄文の森な ど は、全国的にも 貴重な 文化財で 、面

白い話がいく つも あるこ と を 初めて知り まし た。そ

れ以来、地元の歴史や文化が好き になり 、も っ と

知り たく なり まし た。そんな素晴らし いまちに住め

るこ と を 誇らし く 思います。

●

●

●

●

●

自治会やPTA、子ども 会など地域が計画する清掃等のボラ ンティ ア活動や、異年齢での交流・ 体験活

動へ積極的に参加しましょう 。

家庭教育の充実を図り 、読書の習慣化を促しましょう 。

何事にも 興味や関心を持ち、前向きに学習する意欲を持ちましょう 。

各種講座等で学んだこと をボランティ ア活動等の場で生かしましょう 。

史跡巡りや歴史講座に参加し 、ふるさ と の歴史や文化財に触れましょう 。

●

●

●

自治会において、美化活動や高齢者と の触れ合い活動などに取り 組みましょう 。

ＰＴ Aや子ども 会など関係機関と 連携し て、青少年の健全育成や地域学校協働活動に取り 組みましょ

う 。

地域の文化財・ 郷土芸能などを保存・ 継承・ 活用する活動を推進しましょう 。

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

第二次教育振興基本計画

個別計画名 計画期間関　 　 連
個別計画 2 02 0 ～2 024 子ども 読書活動推進計画（ 第４ 次）

個別計画名 計画期間

2 02 4～2 02 8

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の
割合

学習している市民の割合

公民館定期講座申込者に占める新規申込者の
割合

文化財保存・ 継承活動の実践者と 参加者の人数 5 ,278人/年
（ 2 021 ）

7 2 .0 ％
（ 2 021 ）

5 0 .6 ％
（ 2 02 2 ）

4 4 .8 ％
（ 2 02 2 ）

77.0 ％

8 ,0 0 0人/年

62 .4％

53 .1％

多様な学びを支援する社会教育の充実

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策4 -2

地域学校協働活動と は

　 地域学校協働活動と は、高齢者・ 学生・ PTA・ ＮＰＯ・ 民間企

業・ 団体・ 機関等の幅広い地域住民等の参画を 得て、地域全

体で子ども たちの学びや成長を支えるとと もに、「 学校を核と

し た地域づく り 」を目指し て、地域と 学校がパート ナーとし て

連携・ 協働し て行う 活動です。

　 本市における取組とし ては、習字や英語学習、学校行事（ 運

動会など）の指導補助、登下校時の児童の見守り 活動、樹木

の剪定や学校周辺の草刈り 、花壇への水やり などの環境美化

活動まで幅広く 、多く の方の協力により 子ども たち の成長が

支えら れています。過疎化が進む地域などによっては、人材

確保が困難な場合も あり 、産官学※連携や交流人口※の増加、

ICT※の活用など、さ まざまな工夫が求めら れています。

2 0

2 3

4 5

5 8

7 0

2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 12 0 2 0 2 0 2 2 目標値

%

年度

2 0 2 0 年度の調査はコ ロ ナ禍に

より 未実施。2 0 2 1 年度以降は大

き く 落ち 込んで いる 。コ ロ ナ禍前

の水準回復を 目指す。

出典： 全国学力・ 学習状況調査

　 　  （ 児童・ 生徒質問紙調査）

       （ 2 0 2 2 年度）

住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割合

学習している市民の割合

現状値は設問「 日頃から 何ら かの

学習を 行っているか」に「 全く 行っ

ていない」と 答えた人と 無回答を

除いた割合。現状値から 2 .5 ％増

加を目指す。

出典： 市民意識調査（ 2 0 2 2 年度）

5 3 .1 ％

5 0 .6 ％

ほぼ毎日行っている

1 1 . 2 ％

週に数回程度

行っている

1 2 ％

月に数回程度

行っている

1 5 .9 ％

年に数回程度行っている

1 1 .5 ％

全く 行っていない

4 8 . 8 ％

無回答

0 .6 ％

小学生 中学生 平均

6 5 .7
6 8 . 5

5 5 .0

5 0 . 4

4 9 . 8

4 4 . 8

3 7 . 9

3 3 . 2

6 0 . 2
6 2 . 4

4 1 .0

4 6 . 8

6 2 . 4

コ
ロ
ナ
禍
で
未
実
施

文化財少年団

馬場 琴美 さ ん

こと みばば

市民一人一人で

地域で

8382
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施 策

ス ポーツ に 親し む環境づく り

各種団体や関係機関と 連携し て 各種ス

ポーツ大会等を 開催し 、スポーツに親し む

機会やきっかけづく りを推進し てきまし た。

指定管理者※等と 密に連携を 図り 、必要な

修繕を 行う など、スポーツ 施設の安全・ 安

心な管理運営を行ってきまし た。

●

●

関係機関と 連携し て 各種イ ベント を 開催

し 、市民が芸術文化に身近に親し む機会を

創出してきました。

●

現 状 コ ロ ナ禍で減少し た市民の運動機会を 再

構築するため、さ ら なるスポーツ活動の普

及を進める必要があり ます。

利用者の安全性や利便性を 考慮し た ス

ポーツ施設等の整備や修繕が必要です。

●

●

市民が芸術文化に身近に触れ親し む機会

を つく ると と も に、芸術文化を 支える人材

の育成や、まちづく り への活用等にも 積極

的に取り 組む必要があり ます。

芸術文化活動の拠点施設である霧島市民

会館の計画的な改修が必要です。

●

●

課 題

芸術文化活動の推進

現 状 課 題

ス ポーツ に 親し む環境づく り の推進

●

●

●

スポーツキャン プや大会の誘致、ト ップ アスリ ート 選手等による

スポーツ 教室、各地区スポーツ 祭、霧島スポーツまつり ※の開催

など 、スポーツに関わる関心層の拡大や競技スポーツの向上に

つながる施策を展開し ます。

多様化するニーズや社会環境の変化に対応し た、新たな視点によ

るスポーツ指導者やコ ーディ ネータ ー役を担う スポーツ推進委員※の養成に努めます。

市民のスポーツ活動の拠点と なるスポーツ 施設の充実を 図るため、老朽化し た施設や設

備の整備、バリ アフリ ー※化を 計画的に行います。

芸術文化に 親し む環境づく り の推進

●

●

●

関係機関と 連携し 、市民ニ ーズ等を 踏ま えた 音楽・ 演劇など

の芸術文化を 享受でき るイ ベント や、市民が優れた芸術に触

れる 機会の創出に努めます。また、各種メ ディ アなどを 活用し

た積極的な 情報発信に努めます。

市文化協会や関係団体など 、積極的に活動する 芸術文化団

体への支援や団体相互の交流の推進により 、活動の活性化を 図り ます。

芸術文化活動の拠点施設である霧島市民会館の計画的な 改修を 進めます。

施
策
で
目
指
す
姿

市民が夢や希望を 持って 生涯にわたり 、それぞれの志向に合っ たス

ポーツ やレクリ エ ーショ ン 活動を 継続でき る 環境づく り に取り 組み

ます。

優れた芸術文化に触れるこ と ができ るよう 、多様なジャン ルの芸術

文化を 楽し むこ と のでき る 機会を 提供し 、積極的な 情報発信に努め

ます。

●

●

スポーツ・ 文化に親し む環境づく り

総合
戦略

総合
戦略

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

スポーツ・ 文化に親し む
環境づく り

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策4 -3 8584
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4 0 年以上の歴史を誇る「 霧島国際音楽祭」

　「 日本一」や「 日本初」などは、地元にとって何より の自慢。

本市には、「 日本最初の国立公園」や「 日本一の霧島茶」など

多く の自慢があり ますが、4 0 年以上の歴史を 誇る「 霧島国

際音楽祭」も その一つです。

　 地元有志による手作り の演奏会が始まり で、今では毎年7

月中旬から 8 月上旬にかけて世界各地で活躍する音楽家た

ち が集う「 日本で 最も 歴史のある 音楽祭」に成長し まし た。

国際音響学会で「 奇跡のホール」と 称賛さ れた霧島国際音

楽ホ ール「 みやまコ ン セ ー ル」を 中心に、趣向を 凝らし た

様々な演奏会が行われます。同時に、次世代を 担う 音楽家を

育成する講習会も 行われ、ここ で学び、世界的な音楽家へと

成長し 、演奏者や講師とし て再び霧島に戻ってく ると いう 伝

統も 根付いています。

　 会期中には、地域なら ではの料理やおも てなし で住民と

音楽祭参加者が交流する「 シンフォ ニ ーの丘のビュッ フェ

パーティ 」も 開かれ、芸術文化、観光振興、国際交流など様々

な分野に恩恵をも たらし ています。

スポーツで自身の成長や

交流の拡大に

スポーツ推進委員※

鶴田 光樹 さ ん

　 スポーツ が好き で 、推進員を 務めて2 0 年。公民

館や学校、スポーツイベント で 競技の技術や楽し

さ の普及に取り 組んで います。こ れまで 体力が向

上し た方、成長を 実感し て自信を 付けた方、仲間が

増え た方を 多く 見てき まし た。霧島市はスポーツ

施設やウオーキン グな どの環境も 良いので 、ぜひ

多く の方にスポーツに接し てほし いですね。

つるだ ひろき

●

●

健康づく り・ 体力づく り のために、各地区スポーツ祭等に積極的に参加しましょう 。

芸術活動や文化事業への積極的な参加等を通し て、身近なまち の魅力を再認識・ 発見するよう 努めま

しょう 。

●各地区スポーツ祭等に参加し 、仲間づく りや地域づく りを進めましょう 。

●

●

各スポーツ団体間で連携を図り 、指導者の育成や選手の競技力の向上に努めましょう 。

芸術文化団体等の会員や活動の拡充を図り 、芸術文化活動を担う 人材育成や、芸術文化に触れら れる

機会の創出に努めましょう 。

はぐく み政策4 社会を生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

93 0 ,0 0 0人

110 ,0 0 0人/年

2 ,5 81人/年

6 8 .8％

57.9 ％

運動・ スポーツを 行っている市民の割合

運動・ スポーツを行いやすい環境が
整っていると 思う 市民の割合

市内の体育施設の年間延べ利用者数

芸術文化事業の実践者と 鑑賞者の人数

芸術文化団体に所属している人数

49 ,692 人/年
（ 2 021 ）

6 4 6 ,52 3人
（ 2 021 ）

52 .9 ％
（ 2 02 2 ）

6 3 .8％
（ 2 02 2 ）

2 ,3 4 6人/年
（ 2 021 ）

関　 　 連
個別計画

第二次教育振興基本計画

第２ 期スポーツ振興計画

2 02 0 ～2 02 4

2 021～2 02 8

個別計画名 計画期間

健康きりし ま21（ 第4 次） 2 02 3 ～2 02 7

個別計画名 計画期間

スポーツ・ 文化に親し む環境づく り

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策4 -3

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

人

年度

9 1 0 ,7 3 1

3 ,8 5 0

3 ,5 5 7 3 ,5 2 3

2 ,5 4 0  
2 , 3 4 6

2 ,5 8 1  

9 0 9 ,7 3 4 9 0 9 ,1 3 7

6 5 5 ,3 5 7 6 4 6 ,5 2 3

9 3 0 ,0 0 0  

0

1 , 0 0 0

2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

4 ,0 0 0

2 0 1 7

人

年度
2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

5 0 0 ,0 0 0

6 2 5 ,0 0 0

7 5 0 ,0 0 0

8 7 5 ,0 0 0

1 ,0 0 0 ,0 0 0

市内の体育施設の年間延べ利用者数

2 0 2 0 年度以降はコ ロ ナ 禍によ

り 大き く 落ち 込んだ。ス ポーツ に

親し む環境づく り を 図る こ と で 、

コ ロ ナ禍前の水準回復を 目指す。

出典： スポーツ・ 文化振興課（ 2 0 2 1 年度）

芸術文化団体に所属している人数

2 0 2 0 年度以降はコ ロ ナ 禍によ

り 落ち 込んだ。団体のさ ら なる 活

性化を 図る こ と で、現状値から 約

1 0 ％の増加を 目指す。

出典： スポーツ・ 文化振興課（ 2 0 2 1 年度）

市民一人一人で

団体で

地域で
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5 1

施 策

市民活動の活性化

人口減少や地域の連帯感の希薄化、ラ イ

フ スタ イ ルの多様化などにより 、自治会等

による地域課題の解決が困難な状況が見

受けら れます。

●

中山間地域※では少子高齢化により 、地域

活動を維持するための担い手が不足すると

ともに、空き家等が増加しています。

●

現 状 自治会加入率の向上と 地域活動を 担う

リ ーダーや地域活性化に取り 組む団体等

を 育成し ていく 必要があります。

社会状況の変化に対応し た道義高揚※に

関する取組の推進が必要です。

●

●

活力ある 中山間地域づく り を 推進するた

めに、地域特性を 生かし た自主的な 活動

を 支援する ほか、空き 家等の有効活用を

図る必要があり ます。

●

課 題

活力ある 中山間地域づく り

現 状 課 題

市民活動の支援と 協働の推進

●

●

自治会加入率の向上を 図るための調査・ 研究を 進めると と も

に、地区自治公民館・ 自治会・ 市民団体等と の連携・ 協働体制の

強化を図り 、市民参画によるまちづく り を推進し ます。

「 道義高揚・ 豊かな 心推進宣言都市」として、「 道義高揚・ 豊かな

心推進大会」など道義高揚に関するイベント 内容の充実や市民

総参加による「 ふれあいボランティ ア」等の推進により 、地域社会を 形成する市民意識の

醸成を 図り ます。

中山間地域の活動支援

●

●

地域の自主的な 活動を 支援する た めに、大学生を 派遣する

「 マン パワー支援事業※」の実施や地域おこし 協力隊※員の配

置、市職員によるサポート などの取組を 推進し ます。

中山間地域の既存の公共施設や空き 家・ 空き 店舗など を 有

効活用し 、地域特性を 生かし たま ち づく り や地域の活性化に

取り 組みます。

近年、テレワーク ※などの新たな生活様式※

の普及により 、都市部を中心に地方移住へ

の関心が高まっており 、空き 家の利活用も

増加しています。

● 移住に関するニーズの把握や情報の発信

と と も に、相談体制の充実や空き 家の有

効活用を推進する必要があり ます。

●

移住定住への関心の高まり

現 状 課 題

移住定住の促進

●

●

三大都市圏※やオン ラ イ ン ※で のイ ベント 等を 通じ て 、地方移

住に関心が高い人たち へ本市の魅力を 広く ＰＲすること で 、関

係人口や移住者の増加につな げます。

移住相談体制の充実や官民連携による サポート 体制づく り 、

空き 家バン ク 制度 ※を 活用し た 空き 家の有効活用を 図り ま

施
策
で
目
指
す
姿

地域住民や関係者が連携し 、地域の維持・ 活性化に努めるとと も に、地

域への愛着を深めること で、暮らしやすく 、魅力ある地域社会づく りを目

指します。

地域や関係機関と 連携し た取組を推進し 、地域住民がいつまでも 暮らし

ていける活力ある中山間地域づく りを目指します。

関係人口※の拡大や移住定住の促進等を通じ 、個性豊かで活力のある地

域社会の形成を目指します。

●

●

●

活力ある地域づく り の推進

総合
戦略

総合
戦略

総合
戦略

活力ある 地域づく り の推進

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策5 -1 8988
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移住の不安

歓迎で地域のファンに

中山間地域※への移住者

江口 弾 さ ん

　 1 年前に妻と 霧島永水に移住し 、今も リ モ ート

ワーク で 東京のIT企業に勤めていま す。初めは知

ら ない土地で 少し 不安も あり まし たが、地域の交

流会や学校の運動会に誘われたり 、散歩中に笑顔

で 声を 掛けても ら っ たり するう ちに、こ こ で の暮ら

し が大好き に。将来は自分の得意なこ と を 生かし

て地域に恩返し をしていきたいです。

●

●

●

●

自治会に加入し 、自治会活動や地域のイ ベント に参加しましょう 。

地域を知り 、地域の文化・ 歴史、資源を保全・ 活用しましょう 。

移住者と のコ ミ ュニケーショ ンを深めましょう 。

空き家バンク制度※を活用しましょう 。

●

●

●

住民がまちづく り 活動に参加しやすい環境をつく るとと もに、地域の課題解決に取り 組みましょう 。

地域を知り 、地域の文化・ 歴史・ 資源を保全・ 活用しましょう 。

移住者と のコミ ュニケーショ ンを深めましょう 。

●

●

地域と 協働し 、交流の輪を広げましょう 。

移住者が活躍できる雇用の場を提供しましょう 。

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

活力ある地域づく り の推進

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

ま ち づく り 活動に参加し て いる 市民の割合

自治会加入率

空き 家の利活用件数

相談窓口を 経た移住者数

移住プロモーショ ン※による相談件数

19 8人/年
（ 2 021 ）

16 件/年
（ 2 021 ）

5 6 .5 ％
（ 2 021 ）

57.7％
（ 2 02 2 ）

743 件/年
（ 2 021 ）

20 件/年

2 20人/年

80 0 件/年

56 .5％

62 .7％

過疎地域持続的発展計画

個別計画名 計画期間関　 　 連
個別計画 2 021～2 02 5

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策5 -1

8 1 9

7 1 9

5 9 5
5 3 9

7 4 3
8 0 0

2 0 1 7

件

年度
2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

0

2 2 5

4 5 0

6 7 5

9 0 0

移住プロモーショ ンによる相談件数

2 0 2 1 年度は増加に転じ て いる 。

本市のP R 活動や官民連携によ

るサポート 体制づく り な ど 、様々

な プ ロ モ ーショ ン 活動を 推進す

る こ と で 、目標値8 0 0 件を 目指

す。

出典： 地域政策課（ 2 0 2 1 年度）

自治会加入率

ラ イ フ ス タ イ ルの多様化や地域

と の関わり の希薄化な どにより 、

加入率は年々減少。現状値を 維

持し つつ、向上を 図るための取組

を 進める 。

出典： 市民活動推進課（ 2 0 2 1 年度）
2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

%

年度

6 0 .7
6 0 . 2

5 8 .0 5 7 . 8

5 6 . 5

5 0 . 0

5 5 . 0

6 0 . 0

6 5 . 0

5 6 . 5

「 道義高揚※」と 姉妹都市交流の関わり

　 本市が平成1 8（ 2 0 0 6 ）年に行った5 つの宣言の中に「 道

義高揚・ 豊かな 心推進宣言」があり ますが、「 道義」と は「 人

の行う べき 正し い道」のこと です。市民一人一人が道義を 重

んじ た豊かな 心を 醸成するこ と で 、青少年の健全育成など

様々な 社会活動に積極的に関わること を 目指し ており 、「 霧

島市道義高揚・ 豊かな心推進協議会」を 中心に「 花いっぱい

運動」「 ふれあいボラ ンティ アの日」「 あいさ つ運動」などの

様々な事業を展開し ています。

　 その中の「 姉妹都市交流事業」では、岐阜県海津市と の交

流を 行っています。同市は、約2 7 0 年前に多大な犠牲を 払っ

て木曽三川（ 木曽川・ 揖斐川・ 長良川）の宝暦治水を 成し 遂

げた薩摩義士に対する「 報恩感謝」を 忘れず、旧国分市が推

進し た「 道義高揚」を 縁に、昭和4 5 年に姉妹都市盟約を 締

結。今も 市民・ 青少年・ 市職員・ 商工団体等による交流が続

いています。ぜひ皆さ んも 交流に参加し 、私たち の先人が残

し た業績と 道義の精神に触れてみませんか。

だんえぐち

事業者等で

市民一人一人で

地域で

9190
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5 2

施 策

人権教育と 啓発

子ども や高齢者、障がい者等への虐待や

差別、いじ め、D V ※等、様々な 人権問題が

存在し ています。

●

性別による固定的な役割分担意識※の解消

や政策方針決定の場への女性の参画は進

みつつあるも のの、十分と はいえない状況

です。

●

現 状 一人一人の人権が尊重さ れるまち づく り

を 進めるため、学校や地域社会、家庭、事

業所等、あら ゆる 場を 通じ て、こ れまで 以

上に人権教育・ 啓発を 推進する 必要があ

り ます。

●

性別による 固定的な 役割分担意識の解

消に向けた意識啓発やワーク・ ラ イフ・ バ

ランス※の推進、多様な働き 方が選択でき

る 環境づく り 等への取組が求めら れてい

ます。

●

課 題

性別によ る 固定観念の是正

現 状 課 題

人権教育・ 啓発の推進

●

●

より 多く の市民が人権問題への理解を 深めら れるよう 、事業者・

教育機関などと 連携して 、様々な場面で 効果的な人権教育・ 啓

発事業を実施し 、人権意識の醸成を図り ます。

人権侵害について相談し やすい環境づく り と 相談窓口の周知を

図り 、被害者の救済やＤＶ・ 虐待等の早期発見・ 対応に取り 組み

ます。

あら ゆる 分野における 男女共同参画の推進

●

●

性別に基づく 固定的な 役割分担意識や性差に関する 偏見を

解消し 、男女共同参画に関する 積極的な 広報・ 啓発活動を 展

開し ます。

女性の経営参画や管理職等への登用促進など 女性が働き や

すい 環境の整備に取り 組むと と も に、ワーク・ ラ イ フ・ バラ ン

スの推進や女性の活躍推進に向けた社会的な 気運の醸成を 図り ます。

留学生や技能実習生※等の外国人住民が

年々増加する一方、コ ロ ナ禍以降、国際交

流活動の機会は減少しています。

● 外国人住民が地域社会において共生でき

る 体制の充実を 図ると と も に、国際的な

視野を持つグローバル人材※の育成を 継続

していく 必要があり ます。

●

多文化の交流から 共生へ

現 状 課 題

多文化共生の地域づく り

●

●

市国際交流協会と 連携し 、市民が海外の交流都市※やアジ ア

諸国等の文化に触れ、理解を 深める 機会を 提供し ます。

外国人住民への支援の充実を 図ると と も に、関係団体等と 連

携し て 、市民や企業等が外国人住民と 交流し 、理解する 機会

の提供に努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

一人一人が国籍・ 年齢・ 性の違い、障害の有無等、多様性を認め合いな

がら、互いに人権を尊重し 、生き生きと 輝き暮らせるまちを目指します。

男女の人権が尊重さ れ、多様な生き 方の選択や個性・ 能力が発揮でき

る、誰も が安心して暮らすこと ができるまちを目指します。

関係団体と 連携し た交流事業等を通じ て、外国人住民を含め、誰も が個

性と 能力を生かせる多文化共生のまちを目指します。

戦争の悲惨さ を次世代に語り継いでいく ことにより、市民が平和の大切さ

や命の尊さ への理解を深めることができるまちを目指します。

●

●

●

●

人権尊重・ 男女共同参画の推進と 多文化共生

平和や非核は全世界共通の願いであり な

がら 、今も なお地域紛争、国際テロ等が発

生している状況です。

● 非核平和宣言※都市として 、戦争の記憶を

風化さ せるこ と なく 、平和の尊さ 、戦争の

悲惨さ を 次世代に語り 継いで いく こ と が

重要であり 、平和意識の醸成を図るために

取組を 続けていく 必要があり ます。

●

戦争記憶の風化と 国際治安への懸念

現 状 課 題

平和意識の醸 成

● 国分基地（ 国分・ 溝辺）特攻慰霊祭、市戦没者追悼式等を 通じ

て 、次の世代へ途切れるこ と なく 、市民が平和の大切さ や命

の尊さ への理解を 深めるための取組を 推進し ます。

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

人権尊重・ 男女共同参画※

の推進と 多文化共生※

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策5 -2 9392
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市内の戦争遺跡と 市民の関わり

　 戦闘機に爆弾を 積み、敵艦に体当たりし ていく 壮絶悲壮な

肉弾戦法「 神風特別攻撃隊」。その基地が本市には2カ 所あり

まし た。現在の陸上自衛隊国分駐屯地付近にあった第一国

分基地と 、鹿児島空港の滑走路付近にあった「 十三塚原飛行

場」と も いわれた第二国分基地です。そこ から 4 2 7 人の若者

が、敵艦のいる沖縄に向けて飛んでいき まし た。隊員のほと

んどが2 0 歳前後の若者。あの時、永遠に戻れないと 知り なが

ら 、どのよう な思いで飛び立って行ったのでしょう か。

　 市内には、当時を物語る戦争遺跡が現在も なお多く 残って

います。第一国分基地の発電所跡や、現在も 防火用水に使わ

れている 水槽、第二国分基地の司令壕や滑走路跡、基地以

外にも 大隅横川駅の弾痕などがあり ます。

　 戦 争 遺 跡を 訪ね、直

接 見て 触れる こ と によ

り 、戦争は二度と あっ て

はなら な い 悲惨な も の

で 、現 在の 平 和が い か

に尊いも のかを 肌で 感

じ てみてはいかがでしょ

う か。

感謝を伝え合い、

働きやすい職場に

男女共同参画に積極的な企業
（ ㈱九州タ ブチ）

松元 桂子 さ ん

まつもと けいこ

　 社内アン ケート で 、女性社員の職場で の自己肯

定感※が低いこ と が判明。その対策に、社員同士で

感謝を 伝え合う「 サンク スカ ード 」活動を 続けた結

果、男女の考え 方の違いが理解さ れたり 、女性の

自己肯定感も 高まっ たり し て 、働き やすい職場に

なり まし た。相手を 思いやる気持ち が増えれば、誰

も が働き やすい社会になると 思います。

●

●

●

●

●

一人一人が人権の大切さ を認識しましょう 。

あら ゆる暴力を容認し ないと いう 意識を持ちましょう 。

男女共同参画※の意義を理解し 、家庭・ 地域・ 職場等への浸透を図りましょう 。

講座やイ ベント などへの参加を通じ 、国際交流の輪を広げましょう 。

平和の大切さ や命の尊さ を次の世代に伝えましょう 。

●

●

●

あらゆるハラスメ ント の防止に取り組みましょう 。

働きやすい職場づく りに努め、ワーク・ ライフ・ バランス※を推進しましょう 。

外国人住民の生活様式や文化の違い等を認めた上で、住みやすく 、働きやすい環境づく りに努めましょう 。

●特攻基地の跡や戦争遺跡があることを知り 、触れる機会をつく りましょう 。

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

日常的に 人権が大事にさ れて いる と 思う
市民の割合

市が開催する人権に関わる講演・ 研修会に
参加した市民の延べ人数

家庭、職場で 男性優遇を 感じ て い る 人の割合

市の審議会等への女性登用率

海外都市と の交流事業等に参加し た延べ人数

29 .6 ％
（ 2 021 ）

4 0 .3％
（ 2 02 2 ）

4 ,8 65人
（ 2 021 ）

59 .3％
（ 2 02 2 ）

0人
（ 2 021 ）

6 ,0 0 0人

56人

65 .0 ％

35 .0 ％

40 .0 ％

関　 　 連
個別計画

人権教育・ 啓発基本計画

第３ 次男女共同参画計画

第２ 期子ども・ 子育て支援事業計画

第２ 次障がい者計画

2 0 0 8～

2 02 3 ～2 02 7

2 02 0 ～2 02 4

2 018～2 02 6

個別計画名 計画期間

2 021～2 02 3

2 021～2 02 3

2 021～2 02 3

個別計画名 計画期間

第６ 期障害福祉計画

第２ 期障がい児福祉計画

すこやか支えあいプラン2 021

人権尊重・ 男女共同参画の推進と 多文化共生

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策5 -2

7 ,5 6 1 7 ,5 9 6

6 ,6 8 9

5 ,6 3 8

4 ,8 6 5

6 ,0 0 0

2 0 1 7

人

年度
2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

0

2 , 2 5 0

4 ,5 0 0

6 ,7 5 0

9 ,0 0 0

1 1 8

1 0 3

1 3 2

1 0 0

2 0 1 7

人

年度
2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 目標値

0

3 5

7 0

1 0 5

1 4 0

2 0 2 0 年度以降はコ ロ ナ 禍によ

り 各種 講演・ 研修会が中止と な

り 、参加者数が落ち 込んだ。コ ロ

ナ禍前の水準回復を 目指す。

出典： 市民課(2 0 2 1 年度)

市が開催する人権に関わる講演・ 研修会に参加し た市民の延べ人数

海外都市と の交流事業等に参加し た延べ人数

2 0 2 0 年度以降はコ ロ ナ 禍によ

り 海外と の交流事業が中止と な

り 、参加者数が0 と なっ た 。コ ロ

ナ 禍前の水準の約7 5 % ま で 回

復を 目指す。

出典： 市民活動推進課（ 2 0 2 1 年度）

コ
ロ
ナ
禍
で
未
実
施

市民一人一人で

事業所・ 団体・ 教育機関で

事業者で

9594
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施 策

市民ニーズや地域課題の多様化

少子高齢化の進行やラ イフ スタ イ ルの変

化、デジ タ ル化の進展な ど により 、市民

ニーズや地域課題は多様化・ 複雑化し てお

り 、行政だけで対応するのは困難な状況に

なっています。

●

災害対策や観光振興など、効果や影響が

広域に及ぶ分野においては、行政区域を

超えた 情報共有・ 連携がより 重要と なっ

て います。

霧島ジオパーク※はユネスコ世界ジオパーク※

の認定を目指す上で、地域間や民間団体との

連携による、さらなる広域的な活動が求めら

れています。

●

●

現 状 市民ニ ーズに的確に対応し 、地域課題を

解決するには、行政も 含めた企業、教育機

関など 多様な 主体が、それぞれの強みや

役割を 生かし た活動を 展開するこ と が求

めら れています。

●

単独の自治体では解決でき ない課題や広

域で取り 組むこ と で 効率的かつ効果的に

対処できる事業について、近隣自治体等と

の連携を 強化する必要があり ます。

霧島ジオパークのユネスコ 世界ジオパーク

認定に向け、課題の把握や問題解決のため

の取組を推進していく 必要があります。

●

●

課 題

行政区域を 超え た 連携の重要性

現 状 課 題

産官学と の連携の推進

●

●

企業や教育機関等と 締結し た連携協定を 活用し 、効果的なサー

ビ スを提供するため、積極的な情報交換を行います。

多様化・ 複雑化する市民ニーズや地域課題に対応していく ため、

行政だけで解決でき ない分野で の新たな連携に向けて 、調査・

研究を 進めます。

広域的な 連携の推進

●

●

錦江湾奥会議※や霧島ジオパーク 推進連絡協議会※等の活動

を 通じ 、様々な自治体と 防災・ 環境・ 観光など の分野で 連携を

推進し ます。

ユ ネ ス コ 世界ジ オ パーク の認定に 向け 、桜島・ 錦江湾ジ オ

パーク ※と 霧島ジ オパーク を 統合し たエリ ア で の活動を 進め

ると と も に、他ジ オパーク ※と の情報交換や交流を 通じ て 、ジ オパーク 全体の質の向

上に貢献し ます。

地域の良さ を褒め合い、情報発信し て磨き

上げることで、まちの魅力やブランド 力を高

める「 キリ シマイ スタ ー」活動や、情報共有

や連携体制を構築するためのシティ セール

スミ ーティ ング※等に取り 組んできました。

● 本市の知名度向上や市民のまちへの愛着

度を 高める 取組を さ ら に推進する 必要が

あり ます。

●

シ ティ プ ロ モ ーショ ン ※活動の充実

現 状 課 題

シ ティ プ ロ モ ーショ ン の推進

●

●

市民のま ち への愛着度を 高める「 キリ シマ イ スタ ー」活動を

推進する など 、市民と 行政が一体と なっ てま ち の魅力づく り

に取り 組みます。

本市の知名度向上を 図るために、SN S※等を 活用し 、市民と と

も に本市の魅力や様々な 取組に関する 情報発信を 行います。

施
策
で
目
指
す
姿

多様化・ 複雑化する市民ニーズに対し て、効率的かつ効果的なサービス

を提供するため、産官学※等が一体と なった課題解決を推進します。

行政区域を超えた近隣自治体等と の連携を深め、広域的な視点に立っ

て共通課題の解決に取り 組みます。また、霧島ジオパークを構成する地

域の持続可能な発展を目指し 、ユネスコ 世界ジオパーク 認定に向けた

活動を推進します。

市民参加型の情報発信の強化など、市民と 一体と なったまちづく りや魅

力の発信に取り 組みます。

●

●

●

霧島市

いいまち

市の魅力と 価値を高める多角的施策の展開

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

市の魅力と 価値を 高める
多角的施策の展開

総合
戦略

総合
戦略

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策5 -3 9796
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霧島市に住み続けたいと 感じ る市民の割合

現状値は設問「 霧島市に住み続

け た い と 思う か」で「 そ う 思う 」

「 ど ち ら かと い え ばそ う 思う 」と

答 え た 人 の 割 合 。現 状 値 か ら

1 .6 ％増加を 目指す。

出典： 市民意識調査(2 0 2 2 年度)

赤枠が霧島ジ オパーク 推進連絡

協議 会の構成市町エリ ア 、黄色

枠が錦江湾奥会議の構成市町エ

リ アを 示す。

8 3 .0 ％

8 1 .4 ％

そう 思う

4 7 .3 ％

どちら かと いえば

そう 思う

3 4 .1 ％

どちら かと いえば

そう 思わない

4 . 3 ％

そう 思わない

4 . 5 ％

わから ない

8 .8 ％

無回答

1 ％

※地図は差し かえ予定

霧島ジオパーク 推進連絡

協議会※と 錦江湾奥会議※の

構成市町エリ ア

「 キリシマイスタ ー」で増やそう 霧島ファン

　 誰でも 、褒めら れると 気持ち がいいも のですよね。「 キリ シ

マイ スタ ー」は、霧島市を 愛する人たち の総称です。互いに

褒め合う こと で、本市への愛着を 高めること が狙いです。こ

れまで 、本市の誕生日1 1 月7 日を「 イ イ な の日」と 定めて 、

「 キリ シマイ スタ ーカ ード 」を 使った活動など、キリ シマイ ス

タ ーが増えるよう に取り 組んできまし た。また、現在、SN Sを

活用し た取組とし て 、本市の公式イ ンスタ グラ ム「 キリ シマ

イ チャンネル」も 展開中です。

　 市民一人一人が広報マンとし て本市の良いと こ ろを 褒め

て発信するこ と で 、まち の「 ファン 」が増え、発信し た市民に

とっても 自分の投稿に「 いいね」が付いたり 、フォロワーが増

えたり するこ と で 喜びにも つな がり ま す。そし て 、こ の「 幸

せ」の輪を 広げるこ と で、本市の発展に貢献でき るのです。

　 皆さ んも「 ＃キリ シマイ スタ ー」「 ＃キリ シマイ チャンネル」

で発信し 、まち の魅力を 全世界に広げ、霧島ファンを 増やし

ませんか。

ジオパーク ※で広い視野や

考え方身に着く

国分高校（ SSH※指定校）

中村 鈴菜 さ ん

すずななかむら

　 SSH の一環で 霧島ジ オパーク について 学び、私

の住むまち が世界的に貴重な 地質や生態系を 有

するこ と を 初めて知って 、と ても 驚き まし た。全国

の学校や大学、企業、外国の人と 関わる 中で、広い

視野や考え 方を 持つこ と 、交流の大切さ も 学びま

し た。私たち の研究が、霧島ジオパーク の知名度と

市民の関心の向上につながると う れし いです。

※スーパーサイエンスハイスク ールの略。先進的な 理数教育を 実践する高校で、国が指定。

●

●

広域的な取組に関心を持ち、活動に参加しましょう 。

地域の魅力を知り 、SN S※等を活用し て情報を発信しましょう 。

市民一人一人で

●

●

産官学と の連携により 、地域の魅力や価値を高める取組にチャレンジしましょう 。

地域の魅力を知り 、積極的に情報を発信しましょう 。

●地域の歴史・ 文化・ 産業などの魅力を大切に守り 、共に活力ある環霧島地域をつく りましょう 。

きょう どう政策5 市民と つく る協働と 連携のまちづく り

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

産官学※連携により 取り 組んだ件数

広域連携により 実施し た事業件数（ 累計）

霧島市が住みやすいと 感じ る市民の割合

霧島市に住み続けたいと 感じ る市民の割合 81.4％
（ 2 02 2 ）

8 0 .3％
（ 2 02 2 ）

2 2 件
（ 2 021 ）

2 5 件/年
（ 2 021 ）

30 件/年

3 0 件

82 .0 ％

83 .0 ％

第2 次霧島ジオパーク 基本計画

個別計画名 計画期間関　 　 連
個別計画 2 02 2～2 02 9

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

市の魅力と 価値を高める多角的施策の展開第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策5 -3

キリ シマイ スタ ーの

ホームページは

こ ちら

事業所・ 団体で

地域で
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6 1

施 策

行政手続・ サービ ス のデジ タ ル化

市民の利便性向上と 自治体業務の効率化

を目的に、国は行政サービスのデジタ ル化

を推進し ています。

マイ ナンバーカ ード ※はデジタ ル社会の推

進に欠かせない重要な基盤です。

●

●

人事評価制度※や研修等を 通じ て 、柔軟

な 発想を 持っ た 職員の育成に取り 組ん

で います。

●

現 状 市民にマイ ナン バーカ ード の取得を 促す

とと も に、デジタ ル化の恩恵を 享受するた

め、誰も がデジタ ル機器を操作できるよう

支援する必要があり ます。

デジタ ル技術を 安心し て 活用でき るよう

に、セキュリ ティ 対策を 徹底する必要があ

り ます。

●

●

再任用職員※や会計年度任用職員※など 、

多様な任用形態の職員の活用に取り 組む

と と も に、令和5（ 202 3 ）年度から 始まる定

年延長制度※の動向を踏まえた適正な職員

配置を図り 、職員が能力を 発揮できる職場

環境づく り を進める必要があり ます。

●

課 題

人材育成と 職場環境づく り

現 状 課 題

デジ タ ル技術を 活用し た 行政サービ ス の充実

●

●

●

各施策と 連携を 図り 、デジタ ル技術を 活用し ながら 、計画的に

行政のサービ ス向上と 業務効率化に取り 組みます。

サイバーセキュリ ティ ※の確保や個人情報の適正な取り 扱いを徹

底し ながら 、安全かつ安定的な行政サービ スを提供し ます。

地域の課題やニーズに対応するために、事業者や地域などのデ

ジタル化の取組を支援し ます。

市職員の人材育成の推進

●

●

人事評価制度や研修等を 通じ て 、多様化する 市民ニーズや社

会情勢の変化に対応でき る 、柔軟な 発想を 持った人材の育成

に取り 組みます。

改革・ 改善を 実現でき る 組織風土の醸成や職員のワーク・ ラ

イ フ・ バラ ンス ※推進などの働き 方改革、心身の健康の増進に

積極的に取り 組みます。

広報誌やホームページ 等を 活用し て積極

的に情報発信を 行う とと も に、様々な機会

を 通じ て市民ニーズの把握に努めてき ま

し た。

● 市民の意見等を 市政運営に反映さ せるた

めに、多様化・ 複雑化する市民ニーズを 引

き 続き把握する必要があり ます。

●

積極的な 情報発信と 市民ニーズの把握

現 状 課 題

市民と 行政によ る 情報の相互活用

●

●

誰も が行政情報を 受け取れるよう に、広報誌やホームページ

のほか、SN S※・ 動画等の様々なツールを 活用し て、積極的かつ

魅力ある情報発信や情報公開に努めます。

市長が市民と 対話する機会や、パブリックコ メ ント ※などの様々

な広聴機能を 活用し て、市民ニーズの的確な把握に努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

誰も が、いつでも 、どこでも 、安心し て、一人一人のニーズに合った行政

サービスを選択できるデジタ ル社会の実現を目指します。

質の高い行政サービスを提供できるよう 、改革・ 改善を不断に行う とと

もに、積極的な人材育成を図ります。

行政情報をより分かりやすく 伝えるとともに、市民ニーズを的確に把握す

ることで、「 市民と行政による情報の相互活用」を構築します。

議会活動に対する市民の関心を高めるための支援を行います。

●

●

●

●

議会の活動に対する 市民の関心を 高め

るため、市は議会運営等の支援を 行っ て

います。

● 引き 続き 、議会活動に対する市民の関心

を 高めるための支援や環境整備に取り 組

む必要があり ます。

●

議会運営への支援と 環境整備

現 状 課 題

議会運営への支援

●

●

本会議のイ ンタ ーネット 中継や「 市議会だより 」の発行、「 議員

と 語ろ かい ※」の開催など 、市民に身近で 分かり やすい開かれ

た議会づく り に取り 組む議会を 支援し ます。

議会が議決機関とし て 、適正かつ効率的にそ の機能を 発揮で

き るよう 、議場内外の環境整備に取り 組みます。

市民の視点に立った行政サービスの提供

総合
戦略

市民の視点に立っ た
行政サービ スの提供

政策6 し んら い 信頼さ れる行政経営によるまちづく り

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策6 -1

人材育成

101100



き
ょ
う
ど
う

く
ら
し

や
さ
し
さ

は
ぐ
く
み

し
ん
ら
い

に
ぎ
わ
い

これから の暮らし にマイナンバーカード

　 マイ ナン バーカ ード は、個人番号（ マイ ナンバー）を 証明

する書類や本人確認の際の公的な本人確認書類とし て利用

でき 、様々な行政サービ スも 受けること ができるよう になる

ICカ ード です。国はスマート フォンから の様々な手続き や行

政から のお知ら せの受け取り など、利用シーン の拡大を 推

進することとし ています。

　 マイ ナンバーカ ード の安全性は、「 顔写真入り のため『 なり

すまし 』の悪用はでき な い」「 ICチッ プ にはプ ラ イ バシー性

の高い個人情報は記録さ れな い」「 電子証明書を 使う ため、

オンラ イ ンでの利用にはマイ ナンバーは使われない」「 マイ

ナンバーを 利用するには、顔写真付き 本人確認審査などで

の本人確認するため、悪用は困難」と いう 点で保障さ れてい

ます。今後も マイ ナンバーカ ード は、デジタ ル社会の重要な

基盤とし て、暮らし に便利が広がる必須の1 枚と なり ます。

デジタ ル化は安全と

高齢者にも 配慮を

スマホ教室利用者

片岡 悦子 さ ん

　 市のスマ ホ 教室に参加し たおかげで 、スマート

フ ォン の便利さ を 教わり 、デジタ ルへの抵抗感が

和ら ぎ まし た。今後は、自宅で手続き ができる電子

申請の普及にも 期待し ますが、個人情報漏洩や詐

欺への不安も 。デジタ ル化は便利と 安全のバラ ン

スを 取り つつ、高齢者も 理解で きる よう に進めて

も ら えると う れし いですね。

かたおか えつこ

●

●

●

●

マイ ナンバーカード を取得しましょう 。

スマート フォンなどの通信機器に慣れ親し み、積極的に活用しましょう 。

広報きりしまやホームページを積極的に活用しましょう 。

市政への関心を深め、参加する意欲を持ちましょう 。

●

●

テレワーク ※等による働き方改革に取り 組みましょう 。

産官学※連携により 、デジタ ルを活用した地域の課題解決に取り 組みましょう 。

きりし まDX未来図

個別計画名 計画期間関　 　 連
個別計画 2 02 2～2 02 5 人材育成計画（ 第4 次）

個別計画名 計画期間

2 02 3 ～2 02 7

政策6 し んら い 信頼さ れる行政経営によるまちづく り

市に対する市民の信頼度

市民の意見や実態が市政に反映さ れている
と 認識している市民の割合

オンライン※で申請できる手続数

マイナンバーカ ード ※の交付率（ 3月31日現在）

市ホームページのアクセス件数

40 .4 %
（ 2 02 2 ）

11手続
（ 2 02 2 ）

59 .0 %
（ 2 02 2 ）

52 8 ,216 件/年
（ 2 019 ）

2 7.4 %
（ 2 02 2 ）

10 0 %

38 手続

63 .2％

581,0 0 0 件/年

35 .0 ％

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

市民の視点に立った行政サービスの提供

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策6 -1

市民の意見や実態が市政に反映さ れていると 認識している市民の割合

現状値は設問「 市民の意見が市

政に反映さ れて いる と 思う か」に

「 そう 思う 」「 ど ちら かと いえ ばそ

う 思う 」と 答え た 人の割合。現状

値の7 .6 ％増加を 目指す。

出典： 市民意識調査（ 2 0 2 2 年度）

マイナンバーカード の交付率

官民連携による 取組により 、交付

率は順調に伸びて いる 。マイ ナン

バーカ ード は今後、日常生活に欠

かせな いツ ールと な る こ と から 、

1 0 0 ％の交付を 目指す。

出典： 総務省ホームページ（ 2 0 2 2 年度）

2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2 目標値

%

年

（ 3 月3 1 日現在）

1 0 .9 1 3 . 3

2 5 . 5

4 0 . 4

0

5 0

2 5

7 5

1 0 0

3 5 .0 ％

2 7 .4 ％

そう 思う

3 .1 ％

どちら かと いえば

そう 思う

2 4 .3 ％

どちら かと いえば

そう 思わない

2 1 . 4 ％そう 思わない

1 4 .4 ％

わから ない

3 5 .6 ％

無回答

1 .2 ％

個人番号を証明でき る

マイナンバーの提示が必要な様々

な場面で、マイナンバーを証明す

る書類として利用できます。

1 枚で本人確認ができる

マイナンバーの提示と本人確認が

同時に必要な場面では、これ１枚で

済む唯一のカード です。

コ ンビニで住民票の写し など

の公的な証明書を 取得できる

コンビニなどで住民票、印鑑登録

証明書などの公的な証明書を取

得できます。

健康保険証と し て利用でき る

対応する医療機関・ 薬局は順次

拡大していきます。

証券口座開設など民間の

オンラ イ ンサービスで使える

オンラインバンキングをはじめ、各

種の民間のオンライン取引等に利

用できるようになる見込みです。

1 0 0

市民一人一人で

事業所・ 団体で

出典： マイナンバーカ ード 総合サイト

　 　 　（ 地方公共団体情報システム機構）
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6 2

施 策

行政課題の多様化

少子高齢化の進行や市民ニ ーズの多様

化、新型コ ロナウイ ルス感染症※への対応

など、行政課題は大きく 変化し ています。

●

市税や普通交付税 ※な ど 歳入の増加が

期待でき な い 中、社会保障関連費※や社

会資本整備※等の歳出が増加し 、財政調

整基金※から 多額の繰り 入れをし な けれ

ば予算編成ができ な い状況です。

●

現 状 多様化する行政課題に対応できる柔軟な

組織体制の構築や事務事業※の改善等を

行い、効率的で適応力に富んだ行政運営

を 行う 必要があり ます。

●

健全な 財政運営を 維持するためには、基

金に依存する体質から 脱却し 、さ ら なる歳

入確保や歳出削減に取り 組む必要があり

ます。

●

課 題

健全な 財政運営の維持

現 状 課 題

効率的で 適応力に富んだ 行政運営

●

●

効率的で適応力に富んだ行政運営を 行う ため、総合計画の施策

評価※を 行う と と も に、事務事業の有効性や効率性を 評価し 、改

革改善に取り 組みます。

多様化する 行政課題に対応するために、民間活力の導入や柔軟

な組織体制の構築、適正な人員配置を 行います。

歳入に 見合っ た 予算編成と 適正な 予算執行

●

●

市税等の安定的な 確保や定期的な 使用料・ 手数料の検証に

よる 受益者負担の適正化、公有財産の活用やふるさ と 納税※、

公共施設におけるネーミ ン グラ イ ツ ※の導入等により 、積極的

な 財源確保に努めます。

市債※残高の縮減によ る 公債費※削減や経費全般にわたる 見

直し に取り 組み、限ら れた財源で 社会情勢等を 踏まえた事業の選択と 集中※を 行い、

収支不足額の抑制を 図り ます。

税務署など関係機関との緊密な連携により、

課税対象等についての情報収集を行い、公

平公正な課税に努めてきました。

コンビニエンススト アでの納付等による納税

者の利便性向上や、納税相談等による滞納

防止などの収納対策に取り組んできました。

●

●

未申告者に申告・ 納税を促すことで、正確な

課税対象の把握に努める必要があり ます。

納税のキャッ シュレス※化や財産調査の電

子化、業務の全国標準化・ デジタ ル化への

適切な対応、退去し た市営住宅使用料滞納

者への徴収強化が必要です。

●

●

適正な 課税と 収納率の向上

現 状 課 題

適正・ 公平な 課税・ 収納

●

●

●

資料・ 情報等を 積極的に収集し 、課税対象を 正確に把握するこ

と で、適正で公平な課税に努めます。

電子納付※の導入などにより 、納税しやすい環境整備に努めます。

滞納発生後は、早期自主納付を 促し つつ、必要に応じ て法的措

置を 講じ 、滞納防止と 負担公平性の確保に努めます。

施
策
で
目
指
す
姿

社会環境の変化により 多様化する行政課題に対応するため、限られた資

源を有効に活用し ながら、効率的で効果的な行政運営を進めます。

持続可能な健全財政を確立するため、歳入確保や歳出削減により 一層取

り組むとともに、政策効果を見極め、歳出の最適化に努めます。

歳入のう ち自主財源※の根幹と なる市税、住宅使用料等の収納率の向上

に努めます。

公共施設保有量の適正化等による経費削減や未利用財産の売却、公共

施設の有効活用による新たな財源の確保に取り 組みます。

●

●

●

●

本市の公共施設の半数以上は、建築後

3 0 年が経過し 、今後、大規模改修や更新

に莫大な 財政支出が見込まれます。

● 引き 続き 、公共施設保有量の見直し・ 適正

化を 進めると と も に、未利用財産のさ ら な

る有効活用を図るため、官民連携による取

組を推進していく 必要があり ます。

●

公有財産保有量の適正化

現 状 課 題

公有財産の適切な 管理と 利活用

●

●

今後も 維持し て いく 施設と 廃止する 施設を 見極め、公共施設

の維持管理や更新等に係る 経費の縮減を 図り ます。

未利用財産の売却等を 進めると と も に、公共施設のさ ら なる

有効活用を 図るため、民間事業者から アイ デアを 募集する な

ど、官民連携の取組を 推進し ます。

持続可能な行財政運営の推進

総合
戦略

政策6 し んら い 信頼さ れる行政経営によるまちづく り

持続可能な
行財政運営の推進

施 策 の 現 状 と 課 題 施 策 で 目 指 す 姿 を 実 現 す る た め の 基 本 事 業

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 施策6 -2 105104



き
ょ
う
ど
う

く
ら
し

や
さ
し
さ

は
ぐ
く
み

し
ん
ら
い

に
ぎ
わ
い

公共インフラ ※の最適化

　 左ページ の分布図から 分かるよう に、本市の公共施設保

有量は、人口規模が類似する他の地方公共団体と 比べると

高い値です。今後、ますます少子高齢化や人口減少が進む

こ と が予想さ れ、それに伴い、社会保障関連費※の増大や税

収減が見込まれる中、施設の大規模改修や更新等に係る将

来コ スト をどのよう に縮減し ていく かが大き な課題と なって

います。

　 そこ で本市では、健全財政の堅持と 適切な公共サービ ス

を 両立し て いく ために、公共施設が抱える様々な 課題を 明

確にし 、今後の公共施設の管理運営の方向性や方針等を 定

めた「 霧島市公共施設管理計画」を 策定し まし た。複合化・ 多

機能化等により 施設保有量の適正化を 図るなど、本計画を

着実に推進するこ と により 、地域活力を 維持し 、それぞれの

地域での暮らし の継続と 健全財政の堅持などを 実現し てい

く こ と とし ていますので、市民の皆さ まのさ ら なるご 理解と

ご協力を お願いし ます。

民間のノ ウハウで

施設が安全・ 快適に

市の指定管理施設利用者

齊藤 弘隆 さ ん

　 娘のバド ミ ント ン 練習に、市の運動施設を よく

利用し ています。スポーツ ク ラ ブ の運営事業者な

ど が管理し ている 施設で は、スタ ッフ の対応が親

切・ 丁寧で 、衛生対策も 入念。安全・ 快適に利用で

き 、と ても 満足し ています。こ れから も 、利用時間

の拡大や利用料金の平準化、ネッ ト 予約の導入な

ど 、さ ら なる 利便性の向上を 期待しています。

ひろたかさ いとう

●

●

●

市の予算や財政状況に興味や関心を持ちましょう 。

私たちの暮らしに関わる「 税金」について理解を深め、期限内に申告しましょう 。

税や使用料等は期限内に納めましょう 。

●

●

適切な役割分担の下、連携・ 協力してまちづく りを進めましょう 。

今後の公共施設のあり 方について、共に考えましょう 。

●

●

●

●

官民一体で連携を図りながら 、まちづく りを推進しましょう 。

市の予算や財政状況に興味や関心を持ちましょう 。

私たちの暮らしに関わる「 税金」について理解を深め、期限内に申告しましょう 。

税や使用料等は期限内に納めましょう 。

定員管理計画

経営健全化計画（ 第４ 次）

2 02 2～2 02 8

2 02 2～2 02 6

個別計画名 計画期間

公共施設管理計画

公営住宅等長寿命化計画

2 015～

2 02 2～2 031

個別計画名 計画期間
関　 　 連
個別計画

政策6 し んら い 信頼さ れる行政経営によるまちづく り

持続可能な行財政運営の推進

財政調整基金※残高
（ 当初予算時点における当該年度末）

官民連携による公共施設の活用等の実施件数
（ 累計）

市債※発行額（ 当初予算）

財政調整基金繰入額※（ 当初予算）

市税徴収率（ 現年度分）

13 .8 億円
（ 2 02 2 ）

63 億円
（ 2 02 2 ）

65 億円
（ 2 02 2 ）

9 9 .17％
（ 2 021 ）

0 件
（ 2 021 ）

5 .7億円

48 億円

34 億円

99 .3 4％

3 件

ＫＰＩ （ 重要業績評価指標）

施 策 の 進 捗 状 況 を 測 る た め の K P I

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

みん な が で き る こ とみん な が で き る こ と

現状値 目標値（ 2027 ）

施策6 -2

6 5

1 3

4 8

2 5

3 7

1 9

2 9

1 6

3 2

4

3 4

6

2 0 2 2

億円

年度
2 0 2 3 2 0 2 4 2 0 2 5 2 0 2 6 目標値

0

1 8

3 5

5 3

7 0

1 0 0 ,0 0 0

（ ㎡）

自治体人口規模（ 人）

1 1 2 ,5 0 0 1 2 5 ,0 0 0 1 3 7 ,5 0 0 1 5 0 ,0 0 0
0 .0

2 . 0

4 . 0

6 . 0

8 . 0

合併特例債の期限で ある 2 0 2 5

年ま で の大規模建設事業等によ

り 、一旦は大き く 減少する が、そ

の後は事業の選択と 集中※に よ

る 経費削減に取り 組み、増加を 図

る 。

出典： 財政課・ 経営健全化計画（ 第4 次）

（ 2 0 2 2 年度）

財政調整基金残高

市民1 人当たり の公共施設の総床面積（ 人口規模が類似する団体と の比較）

本市が保有する 公共施設の総延

べ 床 面 積 は 約 7 7 万 ㎡ で あ り

（ 2 0 1 9 年度末）、市民1 人当たり

延べ床面積は6 .1 ㎡/人。人口規

模が類似する 団体と 比較し て 高

い水準にある 。

出典： 総務省の公共施設状況調・

経年比較表と 2 0 1 7 年度住民基本台帳

を 元に作成

繰入予定額年度末残高見込

霧島市

市民一人一人で

事業者で

地域で
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　 地方移住に関心のある人に向けて本市の多様な魅力を積極的に情報発信するとともに、移住

相談体制の充実や官民連携によるサポート 体制づく りに取り 組みます。また、移住・ 定住に至らな

いも のの、地域に多様な形で関わる「 関係人口※」の創出・ 拡大に向けた取組を推進します。

　 本市は、「 第二次霧島市総合計画」に掲げたまち づく り の将来像「 人にやさ し く  人を はぐく む 

一人ひとり が輝きにぎわう  多機能都市」の実現に向けて取り 組んでいます。

　 まちづく り の将来像を実現していく ためには、このまちに暮らす人が、生まれ育った郷土に誇りを

持ち 、ずっと 住み続けたいと 思えるよう に、また、さ らに多く の人がこのまちを訪れるよう に、本市

の強みに目を向け、新し い視点を持ちながらまちづく りに取り 組んでいく 必要があります。

　 第3 期霧島市ふるさと 創生総合戦略（ KIRISHIM A みらいプロジェ クト ）は、まちづく り の将来像

を実現するための6つの政策の枠組みを 超えて、「 夢や希望を持ち 、潤いのある豊かな生活を 安心

して営める地域社会の形成（ まちの創生）」「 地域社会を担う 個性豊かで多様な人材の確保（ ひと の

創生）」「 魅力ある多様な就業の機会の創出（ し ごと の創生）」に重点的に取り 組むも のであり 、分野

横断的な取組により 効果的な政策展開を図ることを目的としています。

総合戦略（ KIRISHIM A みらいプロジェクト ）の策定の趣旨

　 総合戦略（ KIRISHIM A みらいプロジェ クト ）は、まち・ ひと・ し ごと 創生法※第10 条の規定に基づ

き 、本市における地方創生に関する目標や施策の基本的方向等について定めるも のであり 、策定

に当たっては、国や県の総合戦略の内容を勘案すると と も に、本市の最上位計画である総合計画

と 一体的なも のとします。

　 具体的には、「 1  訪れたいまち」「 2  住み続けたいまち」「 3  働きたいまち」の3つの基本目標の実

現に向け、総合計画の政策分野を横断して、重点的に取り 組むべき事項を再掲したも のです。

総合戦略（ KIRISHIM A みらいプロジェクト ）の位置付け

第3 期霧島市ふる さ と 創生総合戦略
～K IRISH IM A  みら いプ ロジェ クト ～

相談窓口を経た移住者数（ 5-1）

観光客数（ 宿泊+ 日帰り）（ 1-3）

合計特殊出生率※（ 3-2）

社会動態※

立地協定締結件数
（ 増設を含む、累計）（ 1-1）

創業支援センタ ー※と創業セミ ナー
における起業・ 創業者数（ 1-1）

農業産出額（ 推計）（ 1-2）

198人/年

4 ,491 ,954人/年

1 .66

社会増の維持 ※転入者数> 転出者数

80件

11事業者/年

212億2000万円

22 0人/年

7,490 ,000人/年

1 .8 8  

1 0 0 件

20 事業者/年

212億2000万円

基本目標のKPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

相談窓口を 経た移住者数（ 5 -1 ）※再掲

移住プロモーショ ン※による相談件数（ 5 -1 ）

19 8人/年

743件/年

2 20人/年

8 0 0 件/年

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

基本目標1

訪れたい
まち

基本目標2

住み続けたい
まち

基本目標3

働き たい
まち

I・ J・ U  “ 移住天国霧島”魅力倍増計画

訪れたいまち基本目標

“ 感動”を生み出す霧島流「 五感再生ツーリズム※」

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

 

●移住定住の促進（ 5 -1-3）

●シティ プロモーショ ン※の推進（ 5 -3 -3 ）

　 日本初の国立公園「 霧島」や新たに国宝に指定さ れた「 霧島神宮」、天孫降臨神話など、本市特

有の歴史・ 文化的条件、山・ 川・ 海・ 温泉・ 食などの多種多様な資源や素材を生かし 、五感に響く 、

感動を生み出す霧島ならではの観光施策の展開により 、国内外から の交流人口※増加を目指し

ます。また、新型コロナウイルス感染症※の拡大をきっかけとし た社会環境や旅行形態の変化な

どを的確に捉え、「 選ばれる」「 また訪れたく なる」観光地づく りを推進します。

国内宿泊客数（ 1-3 ）

外国人宿泊客数（ 1-3 ）

文化財保存・ 継承活動の実践者と 参加者の人数（ 4 -2 ）

5 4 0 ,9 5 8人/年

1,179人/年

5 ,278人/年

7 70 ,0 0 0人/年

12 0 ,0 0 0人/年

8 ,0 0 0人/年

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●国内外の観光客の誘致（ 1-3 -1）

●観光素材の創出と 活用（ 1-3 -2）

●利便性の高い観光地づく り の推進（ 1-3 -3 ）

●文化財の保存・ 継承と 活用（ 4 -2-4）　

計画期間 令和５（ 2023 ）年度～令和９（ 2027 ）年度

第3 期霧島市ふる さ と 創生 総合戦略

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

※各KPIの後の（ 　 ）は後期基本計画の施策番号、

　 プロジェクト の方向性の後の（ 　 ）は施策番号と 基本事業番号を示しています。
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　 結婚につながる出会いの場を提供するとともに、妊娠・ 出産・ 子育てに関する支援を充実さ せ

ることにより 、妊娠・ 出産の希望を実現し 、安心して子育てできる環境づく りに取り 組みます。

妊娠・ 出産について満足している市民の割合（ 3 -2 ）

18 歳以下の児童数（ 3月31日現在）（ 3 -2 ）

かごしま出会いサポート センター※を利用した市民のカップル成立数（ 3 -2）

93 .0 %

2 2 ,76 8人

51組/年

95 .0 %

2 3 ,16 8人

5 6 組/年

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

結婚・ 出産・ 子育て支援の充実

子ども の夢と 豊かな心を育む教育の推進

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

 

●妊娠期から 乳幼児期までの切れ目のない支援の充実（ 3 -2-1） 

●多様なニーズに応じた子育て環境の充実（ 3 -2-2）

●子育てに関する負担軽減の推進（ 3 -2-3）

●結婚を希望する人への支援（ 3 -2-4）

　 本市の将来を担う 子どもたちが、生涯にわたって自ら 学び、高い志を持ち、社会を生き抜く 力

を身に付ける教育を推進します。それを支えるために教育分野の基本方針（ 政策）である「 社会を

生き抜く 力と 生涯を通じ て学びあう 力を育むまちづく り 」の実現に向け、 学校・ 家庭・ 地域・ 関係

機関が一体となって取り 組みます。

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合（ 4 -1 ）

学習定着度調査※における平均通過率※の県と の比較（ 4 -1 ）

市内の体育施設の年間延べ利用者数（ 4 -3 ）

芸術文化事業の実践者と 鑑賞者の人数（ 4 -3 ）

芸術文化団体に所属している人数（ 4 -3 ）

5 4 .2 %

-6 .2ポイント

6 4 6 ,52 3人

49 ,692 人/年

2 ,3 4 6人/年

65 .0 %

1.5ポイント

93 0 ,0 0 0人

110 ,0 0 0人/年

2 ,5 81人/年

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●夢実現のための学力の向上と 個性を育む教育の推進（ 4 -1-1 ）

●専門高校としての魅力を高める高等学校教育の充実（ 4 -1-4）

●生きる力を育む体験・ 交流活動の充実（ 4 -2-1 ）

●スポーツに親し む環境づく り の推進（ 4 -3 -1）

●芸術文化に親し む環境づく り の推進（ 4 -3 -2）

　 地区自治公民館を中心とした住民自治を推進するとともに、救急・ 医療体制や交通安全・ 防犯

対策の充実などを図り 、安心して暮らすこと ができる魅力的な地域づく りを推進します。

住民自治の推進による魅力ある地域社会の形成

既存スト ッ ク※活用等による地域の活性化

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

 

●火災の予防と 救急・ 救助体制の充実（ 2-4 -2 ）

●交通安全・ 防犯対策の推進（ 2-4 -3）

●質の高い医療体制の確保（ 3 -1-2）

●市民活動の支援と 協働の推進（ 5 -1-1）

　 公共施設や空き家・ 空き店舗などの既存スト ック等を有効活用するリノベーショ ンまちづく り ※等

を推進し 、地域の魅力の維持・ 向上、地域住民による助け合いや多様な活動の活性化を図ります。

空き家の利活用件数（ 5 -1 ）

官民連携による公共施設の活用等の実施件数（ 累計）（ 6 -2 ）

16 件/年

0 件

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値

20 件/年

3 件

目標値

救急講習等を受講し た市民の割合（ 2-4 ）

交通事故発生件数（ 人身・ 暦年）（ 2-4 ）

刑法犯罪認知件数（ 暦年）（ 2-4 ）

休日診療に参加する医療機関数（ 3 -1 ）

自治会加入率（ 5 -1 ）

まちづく り や地域活動等の支援制度を活用し た市民団体数

2 .0 %

412件

3 69 件

132 カ 所

5 6 .5%

3 49 団体/年

9 .0 %

412件以下

3 50 件

132 カ 所

5 6 .5%

65 0 団体/年

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●創業支援と 企業誘致（ 1-1-2）

●中山間地域※の活動支援（ 5 -1-2）

●公有財産の適切な管理と 利活用（ 6 -2-4 ）

住み続けたいまち基本目標

第3 期霧島市ふる さ と 創生 総合戦略

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画） 111110



公共交通の見直し 等による生活利便性の向上と地域間連携の推進

 

　 利便性の高い総合的な公共交通ネット ワークを構築するため、利用実態や地域ニーズを踏ま

えた運行の見直し を行う とともに、M aaS※やAI※などの新し い技術やアイデアを積極的に導入し

ます。また、近隣自治体と の連携による広域的な地域の魅力づく り や情報発信を行います。

肥薩線（ 吉松～隼人）の平均通過人員※（ 1 -4 ）

日豊本線（ 都城～国分）の平均通過人員（ 1 -4 ）

ふれあいバス ※の１ 便当たり の利用者数（ 1 -4 ）

市街地循環バス・ 観光バスの１ 便当たり の利用者数（ 1 -4 ）

広域連携により 実施し た事業件数（ 累計）（ 5 -3 ）

518人/日

83 0人/日

2 .7人

3 .7人

2 2件

6 0 5人/日

1,3 89人/日

4人

5人

3 0 件

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●総合的な公共交通の連携の強化（ 1-4 -1）

●バス交通の利便性向上と 効率的運行（ 1-4 -2）

●広域的な連携の推進（ 5 -3 -2 ）

　 暮らし やすい街を形成するための基盤整備や効率的なインフラ ※の維持管理を行う とともに、

山・ 川・ 海に恵まれた豊かな環境を将来の世代に引き継ぐため、脱炭素化※の取組など環境と 調

和したまちづく りを推進します。

海域の環境基準（ ＣＯＤ ）※達成地点数（ 2-1 ）

大気・ 河川の環境基準達成率（ 2-1 ）

市民一人１ 日当たり の家庭系ごみの排出量（ 2-2 ）

リ サイクル率（ 2-2 ）

再生可能エネルギー※導入容量（ 2-2 ）

市の事務事業※に由来する温室効果ガス※排出量（ 2-2 ）

都市公園内※の更新・ 新設し た公園施設数（ 累計）（ 2-3 ）

市道の改良率（ 規格改良済／実延長）（ 2-3 ）

３ 地点

75 .1%

637g /人日

16 .7 %

3 6 6 ,2 3 6 kW

43 ,0 0 0 t-CO 2 /年

17件

4 8 .3 %

４ 地点

9 0 .0 %

619 g /人日

19 .7 %

5 49 ,62 2 kW

29 ,8 9 9 t-CO2 /年

35件

4 8 .9 %

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

環境と 調和したまちづく り の推進

住み続けたいまち基本目標

プロジェ クト の方向性

●自然環境の保全（ 2-1-1 ）

●ごみの減量化・ 資源化（ 2-2-1）

●ごみの適正な排出・ 処理（ 2-2-2）

●地球温暖化※対策の推進（ 2-2-3）

●良質な住環境の整備（ 2-3 -1 ）

●道路ネット ワークの構築と 道路施設※の維持（ 2-3 -2 ）

デジタル・ト ランスフォーメ ーショ ン（ DX）※の推進

 

　 デジタル技術を活用し た行政サービスの向上と 業務の効率化を図るととも に、地域の課題や

ニーズに対応するため、事業者や地域などのデジタル化を支援し ます。また、デジタル化に困難

を感じ る人がいることを常に意識し 、「 誰一人取り 残さ れず全ての人がデジタル化のメリット を享

受できる心豊かな暮らし 」の実現を目指します。

マイナンバーカ ード ※の交付率（ 3月31日現在）（ 6 -1 ）

オンライン※で申請できる手続数（ 6 -1 ）

4 0 .4％

11手続

10 0％

3 8 手続

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●デジタル技術を活用した行政サービスの充実（ 6 -1-1）

第3 期霧島市ふる さ と 創生 総合戦略

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

　 市で は、持続可能な 地域公共交

通※サービ スを 構築する ため、地域

公共 交 通の「 質」や「 魅 力」の向上

と 、高齢者はも ち ろ ん 若年層への

利用の浸透に取り 組んでいます。

　 その一環と し て 、大型車両から 小

型車両への転換や、デジ タ ル技 術

を 活用し た、予約・ 配車システム「 A I

活用型オン デマンド バス 」の導入に

よ り 、医療機関や商業施設内への

乗り 入れを 可能と する など 、利用者

の移動ニーズ に応じ た き め細やか

な運行の実現を 目指し ます。

地 域 公 共 交 通 、A I 活 用で 最 適 化地 域 公 共 交 通 、A I 活 用で 最 適 化
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　 本市の強みを生かした企業誘致を積極的に推進するとともに、創業支援を通じ た地域経済の

活性化に取り 組み、活力ある産業基盤を 形成し ます。また、社会経済情勢が変化する中、中小零

細企業が持続的に成長・ 発展できるよう 各種支援策の充実に取り 組み、地域資源や特性を生か

した産業競争力の強化を図ります。

法人市民税・ 法人税割※の納税義務者数（ 1-1 ）

創業支援センター※と 創業セミ ナーにおける起業・ 創業者数（ 1-1）※再掲

立地協定締結件数（ 増設を含む、累計）（ 1-1 ）※再掲

企業誘致によって新たに確保さ れた雇用者数（ 累計）

3 ,432 件

11事業者/年

8 0 件

2 ,15 6人

3 ,5 0 0 件

2 0 事業者/年

10 0 件

2 ,5 0 0人

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

「 強み」を生かし た企業の誘致、中小零細企業の多様で活力のある成長・ 発展の実現

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●地域を支える産業の育成・ 支援（ 1-1-1）

●創業支援と 企業誘致（ 1-1-2 ）※再掲

　 企業・ ハローワーク・ 教育機関等と の連携を強化し 、若者・ 女性・ 高齢者・ 障がい者など多様な

人材を生かした地元雇用の創出や多様な働き方の啓発に努めます。また、市内企業や地元就職

の魅力を発信する取組を推進し 、若者の地元定着を図ります。

高校卒業時の市内就職率（ 1-1 ）

大学等卒業時の市内就職率

ハローワーク マザーズコ ーナー※利用者就職率

ハローワーク 利用者のう ち3 5歳未満の若年者就職率

3 4 .2％

12 .7％

49 .5％

41.1％

4 0 .0％

15 .0％

5 0 .0％

45 .0％

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

多様な人材と 市内企業をつなぐ 就職マッ チング

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●魅力的な就業環境と 担い手の確保（ 1-1-4）

　 農林水産業の経営基盤を強化するととも に、担い手の育成・ 確保による事業の継続性向上な

ど、強い農林水産業を育成します。また、「 ゲンセン霧島※」認定制度やふるさと 納税※の活用によ

り 、認知度向上と 販路拡大などに取り 組み、農林水産業の稼ぐ 力の向上を図ります。

「 ゲンセン霧島」認定件数（ 1-1 ）

新規就農者数（ 1-2 ）

農業産出額（ 推計）（ 1-2 ）※再掲

林業生産額（ 1-2 ）

水産業生産額（ 1-2 ）

6 0 件

5人/年

212億2 0 0 0万円

10 億710 0万円

1億4 0 0 0万円

65件

10人/年

212億2 0 0 0万円

10 億710 0万円

1億4 0 0 0万円

KPI（ 重要業績評価指標） 現状値 目標値

「 強い」農林水産業の育成、「 稼ぐ 」農林水産業の創造

概要・ 目的

プロジェ クト の方向性

●霧島ブランド の確立と 販路の拡大（ 1-1-3 ）

●農林水産業の担い手の育成・ 確保（ 1-2-1 ）

●生産基盤※の整備と 農山漁村の振興（ 1-2-2）

●農林水産業の稼ぐ 力の向上（ 1-2-3）

働きたいまち基本目標

第3 期霧島市ふる さ と 創生 総合戦略

第二次霧島市総合計画（ 後期基本計画）

　 市では国の地方創生関連交付金を 活用し 、様々な事業を

展開しています。ここでその一部を 紹介し ます。

①霧島ガスト ロノ ミ ーと 地域商社で興す「 食」のムーブメ ント

　 市内産官学※で組織する「 霧島ガスト ロノ ミ ー推進協議会」

を中心に、本市の恵まれた地域産品を生かし た6次産業化※や

ブランド 化（ ゲン セン 霧島）を推進すると と も に、市場のニー

ズに合った新商品の開発、効果的なPR等を実施しています。

②リノ ベーショ ンまちづく り ※

　 創業と まちづく り の好循環を 生み出すため、官民連携で自

然環境や食、人、空き 家・ 空き 店舗など今ある地域資源を 生

かし た新たな事業創出に取り 組み、それら の過程や成果を共

に楽し むこ と で、コ ミ ュ ニティ ※の育成と エリ アの価値向上を

図っています。

③新たな人の流れの創出

　 本市の魅力を 全国に発信すると と も に、移住定住促進イベ

ント やオンラ イン※も 活用し た移住体験ツアーなどを 実施す

ること で、都市部から 本市に向けた新たな人の流れの創出に

取り 組んでいます。

地 方 創 生 関 連 交 付 金を 活 用地 方 創 生 関 連 交 付 金を 活 用
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1 1 8

1 1 8

1 2 0

1 2 1

1 2 1

1 2 2

1 2 2

1 2 3

1 2 7

1 2 7

第二次霧島市総合計画の策定体制

第二次霧島市総合計画の策定経過

市民参画の状況

霧島市総合計画策定条例

霧島市総合計画審議会委員

霧島市ふる さ と 創生有識者会議設置要綱

霧島市ふる さ と 創生有識者会議委員　

諮問・ 答申

第二次霧島市総合計画策定委員会設置要綱

霧島市地方創生推進本部設置要綱

資料編
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資料編

・ 1 0 月1 8 日

霧島市行政経営会議

・ 後期基本計画及び第3 期総合戦略の策定方針に

ついて

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・ 2 月1 日

第1 回第二次霧島市総合計画策定委員会（ 以下「 策定

委員会」と いう 。）・ 令和3 年度第1 回霧島市地方創生推

進本部会議（ 以下「 推進本部」と いう 。）

・ 後期基本計画等の策定方針、市民参画の実施方針に

ついて

・ 2 月3 日

第1 回第二次霧島市総合計画後期基本計画施策別分

科会幹事課長会（ 以下「 幹事課長会」と いう 。）

・ 後期基本計画等の策定方針、施策体系等の作成方

針について

・ 3 月1 6 日・ 1 8 日

第2 回幹事課長会

・ 後期基本計画の施策体系について

・ 5 月6 日～5 月2 5 日

市民意識調査・ 市民アンケート

・ 詳細はP●参照

・ 5 月1 0 日

第2 回策定委員会・ 令和4 年度第1 回推進本部

・ 市民意識調査、ワーク ショ ッ プ 、後期基本計画の施

策体系について

・ 5 月2 9 日、6 月2 5 日

市民参画ワーク ショ ッ プ「 KIRISHIM A みら いト ーク 」

・ 詳細はP●参照

・ 6 月3 日～7 月2 2 日

第二次霧島市総合計画前期基本計画施策別分科会

・ 前期基本計画総括シート の作成

・ 7 月7 日

第1 回霧島市総合計画審議会（ 以下「 審議会」と いう 。）

・ 会長及び副会長の選出、後期基本計画策定の基本的

な考え方、策定状況について

・ 7 月1 2 日

第3 回策定委員会・ 令和4 年度第2 回推進本部

・ 前期基本計画の総括、市民参画等の結果、後期基本計

画の策定状況について

・ 7 月2 2 日

令和4 年度第1 回霧島市ふる さ と 創生有識者会議（ 以

下「 有識者会議」と いう 。）

・ 委員長及び副委員長の選出、後期基本計画と 第3 期

総合戦略の統合について

・ 8 月9 日

第3 回幹事課長会

・ 後期基本計画の施策体系（ 案）、策定シート について

・ 8 月9 日～9 月2 日

第二次霧島市総合計画後期基本計画施策別分科会

・ 後期基本計画策定シート の作成

・ 8 月1 0 日

霧島市行政経営会議

・ 前期基本計画の総括について

・ 8 月2 3 日

第4 回策定委員会・ 令和4 年度第3 回推進本部

・ 後期基本計画の策定状況、序論、実施計画について

・ 8 月2 5 日

第2 回審議会

・ 前期基本計画の総括、市民参画の結果、後期基本計

画の策定状況について

・ 9 月1 3 日

令和4年度第1 回霧島市地方創生推進委員会

・ 第3 期総合戦略について

・ 9 月2 0 日

第5 回策定委員会・ 令和4 年度第4 回推進本部

・ 後期基本計画の施策（ 政策1・ 政策6 ）について

・ 1 0 月3 日

第6 回策定委員会・ 令和4 年度第5 回推進本部

・ 後期基本計画の施策（ 政策2・ 政策3 ）について

・ 1 0 月1 1 日

第7 回策定委員会・ 令和4 年度第6 回推進本部

・ 後期基本計画の施策（ 政策4・ 政策5 ）、序論、第3 期

総合戦略について

・ 1 0 月2 7 日

第3 回審議会

・ 後期基本計画（ 素案）の諮問

・ 後期基本計画（ 素案）の序論、施策（ 政策1・ 政策2・

政策6 ）について

・ 1 0 月3 1 日

令和4 年度第2 回有識者会議

・ 第2 期総合戦略の取組状況、市民アン ケート 調査の

結果、第3 期総合戦略について

・ 1 1 月1 0 日

第4 回審議会

・ 後期基本計画（ 素案）の施策（ 政策3・ 政策4・ 政策5 ）、

第3 期総合戦略について

・ 1 2 月1 3 日

第8 回策定委員会・ 令和4 年度第7 回推進本部

・ 後期基本計画（ 素案）について

・ 1 2 月2 3 日

霧島市議会への説明

・ パブリ ッ ク コ メ ン ト について

・ 1 2 月2 6 日～令和5（ 2 0 2 3 ）年1 月1 9 日

パブ リ ッ ク コ メ ン ト

・ 詳細はP●参照

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・ 2 月2 日

第5 回審議会

・ 後期基本計画（ 素案）、答申（ 案）について

・ 2 月1 4 日

第9 回策定委員会・ 令和4 年度第8 回推進本部

・ 後期基本計画（ 素案）について

・ 2 月1 6 日

令和4 年度第3 回有識者会議

・ 第3 期総合戦略について

・ 3 月9 日

第6 回審議会

・ 後期基本計画の答申

・ 3 月1 4 日

第1 0 回策定委員会・ 令和4 年度第9 回推進本部

・ 答申の報告、後期基本計画について

・ 3 月●日

「 第二次霧島市総合計画後期基本計画」

（ 第3 期総合戦略を含む）を 策定

市民参画 行政組織

市議会
市長

総合計画審議会

市民意識調査

市民アン ケート

ワーク ショ ッ プ

青少年議会

パブリッ ク コ メ ント

ふるさ と 創生
有識者会議

策定委員会
（ 副市長、教育長、部長等）

施策別分科会
（ 課長等）

各　 課 各　 課

地方創生推進委員会
（ 課長等）

地方創生推進本部
（ 副市長、教育長、部長等）

事務局（ 企画政策課）

総合計画 総合戦略

説明

意見

諮問

答申

説明

助言・ 提案

意見・ 情報

実施

第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 総合戦略）の策定経過

令和 3（ 2 021） 年

令和 4（ 2 02 2 ） 年

令和 5（ 2 02 3） 年

第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 総合戦略）の策定体制
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資料編

　（ 目的）

第１ 条　 この条例は、 総合計画の基本的事項を 明らか

にすると と も に、 総合計画の策定手続等に関し 必要

な事項を定めることを目的と する。

　（ 定義）

第２ 条　 こ の条例において、 次の各号に掲げる用語の

意義は、 当該各号に定めるところによる。

　（ 1）　 総合計画　 将来における市のある べき 姿と 進

むべき 方向についての基本的な指針であり 、 基

本構想及び基本計画から なるも のをいう 。

　（ 2）　 基本構想　 市のまちづく り の基本的な理念で

あり 、 将来の目指すべき 都市像及びこ れを 実現

するための基本方針を 示すも のをいう 。

　（ 3）　 基本計画　 基本構想を実現するための基本的

な施策を 体系的に示す計画をいう 。

　（ 総合計画の策定）

第３ 条　 市長は、 総合的かつ計画的な市政の運営を図

るため、 総合計画を 策定するも のと する。

　（ 諮問）

第４ 条　 市長は、 基本構想及び 基本計画を 策定し 、

又は変更（ 軽微なも のを除く 。） し よう と すると きは、

あらかじ め霧島市総合計画審議会に諮問するも のと

する。

　（ 議会の議決）

第５ 条　 市長は、 前条に規定する諮問を経て、 基本構

想を 策定し 、 又は変更し よう と すると きは、 議会の

議決を経なければなら ない。

　（ 公表）

第６ 条　 市長は、 総合計画を 策定し 、 又は変更し たと

きは、 速やかにこれを 公表するも のと する。

２ 　 市長は、 総合計画に基づく 施策を 計画的に実施

するための必要な措置を講じ 、 その実施状況につい

て公表するも のと する。

　（ 設置）

第７ 条　 第４ 条の規定による諮問に応じ 、 調査審議す

るため、 霧島市総合計画審議会（ 以下「 審議会」 と

いう 。） を 置く 。

　（ 組織）

第８ 条　 審議会は、 委員15人以内で組織する。

２ 　 委員は、次に掲げる者のう ちから市長が委嘱する。

　（ 1）　 公共的団体等の代表

　（ 2 ）　 学識経験者

　（ 3）　 その他市長が必要と 認める者

　（ 任期）

第９ 条　 委員の任期は、 諮問に係る調査審議が終了す

るまでの期間と する。

　（ 会長及び副会長）

第 10 条　 審議会に会長及び副会長１ 人を 置き、 委員

の互選によってこれを定める。

２ 　 会長は、 審議会の会務を総理する。

３ 　 副会長は、会長を補佐し 、会長に事故があると き、

又は会長が欠けたと きは、 その職務を代理する。

　（ 会議）

第 11 条　 審議会の会議（ 以下「 会議」 と いう 。） は、

会長が招集し 、 会議の議長と なる。

２ 　 会議は、 委員の半数以上が出席し なければ開く こ

と ができない。

３ 　 会議の議事は、 出席委員の過半数でこ れを 決し 、

可否同数のと きは、 議長の決すると ころによる。

　（ 委任）

第 12 条　 こ の条例に定めるも ののほか、 こ の条例の

施行に関し 必要な事項は、 市長が別に定める。

　 附　 則

　（ 施行期日）

１ 　 この条例は、 公布の日から 施行する。

　（ 霧島市総合計画審議会条例の廃止）

２ 　 霧島市総合計画審議会条例（ 平成17年霧島市条

例第2 3号） は、 廃止する。

　（ 経過措置）

３ 　 こ の条例の施行の際、 現に廃止前の霧島市総合

計画審議会条例第２ 条第２ 項の規定により 任命さ れ

た霧島市総合計画審議会の委員である 者は、 こ の

条例の施行の日に、 第８ 条第２ 項の規定により 、 審

議会の委員として任命さ れたも のと みなす。

序論「 計画策定の方針」に基づき 、計画の策定に当たっては様々な世代、立場の市民の意見を

生かしています。ここでは策定過程における、市民参画の概要について紹介します。

●開催日： 令和4 年5 月2 9日、6 月2 5日（ 2日間）　 ●会　 場： 国分シビックセンタ ー

●参加者： 霧島市に在住または勤務する2 0～8 0 歳代の延べ5 2 人

●期間： 令和4 年5 月6日～5月2 5日（ 2 0日間）　 ●回答方法： 郵送・ W eb 回答

市民意識調査1

市民参画ワークショ ップを開催し 、後期基本計画の各施策において必要な取組や市民・ 団体

など一人一人ができること について意見を交わし まし た。ワークショ ップ では、ブレーンライティ

ングの手法で多様な意見を出すグループワークを行い、会場の様子の動画配信やグラフィ ッ ク

レコーディングも 行いました。

KIRISHIM Aみら いト ーク２

市内の中学・ 高校・ 大学生等が市の暮らし や未来について語り 合う「 青少年議会」で出さ れた、

過去4回の提言等を計画策定の参考にしました。

●開催日： 平成3 0 年8 月1 9日、令和元年8 月1 8日、令和3 年8 月2 2日、令和4 年8 月2 1日　

●会　 場： 霧島市議会　 ●提言者： 市内の中学・ 高校・ 大学生など（ 延べ7 7 人）

●期　 間： 令和4 年1 2 月2 6日～令和5 年1 月1 9日（ 2 5日間）　

●意　 見： 0 件

青少年議会３

パブリッ クコ メ ント４

市ホームページ▲

霧島市総合計画策定条例

平成3 0 年１月12日

条例第１ 号

種類
市民意識調査 

【 総合計画】

市民アン ケート  【 総合戦略】

①市民アンケート ②事業所アンケート ③学生アンケート

対象
20 歳以上の市民

7,0 0 0人

20 歳～59 歳の市民

3 ,5 0 0人

市内に事務所を持つ

地元企業5 0 0 社

市内の高校・ 高専・ 大学

の学生等1,3 0 0人

目的

●前期基本計画の成果

指標の意識系指標の

結果を測定

●後期基本計画に設定

予定の意識系 KPI の

基準値を 測定

●結婚・ 出産を 促す施

策の資料と し て活用

●今後取り 組むべき ま

ち づく り のニーズ掘

り 起し

●雇用のミ スマッ チの

現状把握

●雇用促進策の資料と

し て活用

●学術機関と の連携可

能性を 把握

●若年層の流出抑制策

の資料と し て活用

回収率 4 0 .4 % 3 1 .7 % 3 1 .6 % 8 7 .7 %

市民参画の状況

氏名 所属団体等 備考 氏名 所属団体等 備考

宮本　 順子 霧島市教育委員 髙安　 重一 鹿児島工業高等専門学校

鎌田　 善政 霧島商工会議所 寺村　 　 淳 第一工科大学

福永　 　 洊 霧島市社会福祉協議会 会長 岩橋　 恵子 霧島市男女共同参画審議会

林　 　 慶藏 霧島市自治公民館連絡協議会 本田　 泰寛 霧島市ふるさ と 創生有識者会議 副会長

中條　 秀二 あいら 農業協同組合 兼松　 　 真 公募

池田　 　 唯 霧島青年会議所 白水　 梨恵 公募

佐藤　 昭人 姶良地区医師会 中島　 寛之 公募

新窪　 政博 霧島市保育協議会

霧島市総合計画審議会委員
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 企 第 ４ １ 号 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 令和４ 年10 月27日　

　 霧島市総合計画審議会

　 会長　 福永 洊 様

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 霧島市長　 中重　 真一

　 　 　 第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 素案） について（ 諮問）

　

　 　 　 第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 素案） について、 貴審議会の意見を求めます。

令和５ 年３ 月９ 日

　 霧島市長　 中重 真一 様

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 霧島市総合計画審議会

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 会 長　 福永 洊

　 　 　 第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 素案） について（ 答申）

　 令和４ 年10 日27日付け企第41号で諮問のあった、 第二次霧島市総合計画後期基本計画（ 素案） について、 別紙

のと おり 答申いたし ます。

　 なお、 同計画の推進に当たり 、 市民と 行政が共に同じ 目標に向かって取り 組むべく 、 こ れら の意見を 十分に尊重

さ れるよう 要望し ます。

　（ 設置）

第１ 条　 ま ち・ ひと ・ し ごと 創生法（ 平成2 6 年法律

第13 6 号） に基づき、 人口減少を 克服し 、 地域の

活性化を 推進する施策・ 取組を 検討するに当たり 、

広く 民間有識者等の意見を 聴取するこ と を 目的と

し て、 霧島市ふる さ と 創生有識者会議（ 以下「 有

識者会議」 と いう 。） を 設置する。

　（ 所掌事務）

第２ 条　 有識者会議は、 霧島市地方創生推進本部

設置要綱（ 平成2 7 年霧島市告示第９ –１ 号） 第１

条に 規 定する 霧島市地 方創生 推 進 本部に 対し 、

次に掲げる 事項について、 必要な 助言、 提案、 報

告等を 行う も のと する 。

　（ 1）　 霧島市ふる さ と 創生人口ビ ジョ ン の策定及

び変更に関するこ と 。

　（ 2 ）　 霧島市ふる さ と 創生総合戦略（ 以下「 総合

戦略」 と いう 。） の策定及び変更に関するこ と 。

　（ 3 ）　 総合戦略の推進及び効果検証に関するこ と 。

　（ 組織）

第３ 条　 有識者会議は、 委員15人以内を も って組織

する。

２ 　 委員は、 市政について優れた 見識を 有する 者及

び公募に応じ た者のう ち から 市長が委嘱する 。

３ 　 有識者会議に委員長１人及び副委員長１人を置く 。

４ 　 委員長は、 委員の互選によ り 選出し 、 副委員

長は、 委員のう ち から 委員長が指名する 。

５ 　 委員長は、 有識者会議の会務を 総理する 。

６ 　 副委員長は、 委員長を 補佐し 、 委員長に事故

があると き 、 又は委員長が欠けたと き は、 そ の職

務を 代理する。

　（ 任期）

第４ 条　 委員の任期は、２ 年と する 。 た だし 、 再任

を 妨げない。

２ 　 委員が欠けた場合における 補欠委員の任期は、

前任者の残任期間と する 。

　（ 会議）

第５ 条　 有識者会議は、 委員長が招集し 、 委員長

がその議長と なる 。

２ 　 有識者会議は、 委員の過半数の出席がな けれ

ば開く こ と がで き ない。

　（ 関係者の出席）

第６ 条　 有識者会議において、 委員長が必要があ

ると 認めると き は、 専門家又は関係者の出席を 求

め、 その説明又は意見を 聴く こ と がで きる 。

　（ 庶務）

第７ 条　 有識者会議の庶務は、 企画部企画政策課

において処理する 。

　（ その他）

第８ 条　 こ の要綱に定めるも ののほか、 有識者会議

の運営に関し 必要な 事項は、 委員長が 有識者会

議に諮り 定めるも のと する 。

　 附　 則

　（ 施行期日）

１ 　 こ の要綱は、 平成2 8 年９ 月2 3 日から 施行する 。

　（ 最初の委員の任期）

２ 　 こ の要綱の施行後初めて 委嘱さ れる 委員の任

期は、 第４ 条 第１ 項の 規 定に かかわら ず、 平成

3 0 年３ 月31日までと する 。

　（ 経過措置）

３ 　 こ の要綱の施行後最初に開催さ れる 有識者会

議は、 第５ 条第１ 項の規定にかかわら ず、 市長が

招集する 。

霧島市ふるさ と 創生有識者
会議設置要綱　

諮問

答申

平成28 年９ 月2 3日

告示第2 51号

氏名 所属団体等 備考 氏名 所属団体等

川東　 千尋 霧島商工会議所 副委員長 斑目　 信行 連合姶良伊佐地域協議会

仮屋　 良江 霧島市商工会 中村　 有佐 南九州ケーブルテレビネッ ト 株式会社

久留須美鈴 あいら 農業協同組合 村上　 　 和 霧島市観光協会

橘木真由美 鹿児島県姶良 ･ 伊佐地域振興局 田間美沙緒 霧島市児童ク ラ ブ連絡会

泉　 　 仁志 国分公共職業安定所 林　 　 慶藏 霧島市自治公民館連絡協議会

本田　 泰寛 第一工科大学 委員長 鶴ヶ 野未央 株式会社九州タ ブチ

武田　 和大 鹿児島工業高等専門学校 蘆田　 慶子 公募

鈴木　 広和 株式会社鹿児島銀行

霧島市ふるさ と 創生有識者会議委員

123122



資料編

①　 計画全体の構成が分かり やすく 、 各施策に関連

する SD Gs のゴールを 記載し ている こ と も 、 趣

旨（ 序論） に合致し た良い工夫である。 前期基

本計画の達成状況の把握や市を 取り 巻く 課題の

分析等を 行い、 社会情勢の変化や市民の意見等

を踏まえた、 実現性の高い施策を展開するこ と 。

②　「 KIRISHIM Aみら いト ーク 」 を はじ めと する

市民参画によ り 、 市民や大学・ 企業など 多様な

主体の知恵を 結集し 、 市政運営への反映に努め

る こ と は、 持続可能なま ち づく り を 進める 上で

重要である。 今後も 引き 続き、 幅広い年齢層の

市民が参加し 、 意見交換でき る 機会を 設ける と

と も に、 小中学校・ 高校において、 児童生徒が

霧島市の未来について考える機会を 設ける など、

新たな展開を図るこ と 。

③　 本市においても 、 少子高齢化に伴う 人口減少

や若者を 中心と し た人口流出等によ る、 労働力

不足や消費市場・ 地域コ ミ ュ ニテ ィ の縮小、 空

き 家等の増加によ る 地域の空洞化などへの対応

を 図る こ と は喫緊の課題である。 新型コ ロ ナウ

イ ルス感染症の拡大を 契機と し て地方への関心

が高まる 中、 若い世代にと っ て魅力ある 就業環

境等を 創出する と と も に、 結婚・ 妊娠・ 出産・

育児に対する 切れ目のない支援策を 講じ 、 さ ら

なる 若者等の定着と 都市圏から の UIJ タ ーン を

促進するこ と 。

⑴ 政策１ 「 産業の活力があふれ、 交流と 賑わいが

生まれるまちづく り 」 関連施策

①　 企業ニ ーズに沿っ た 工業用地の確保や就労

ニーズを 満たす幅広い業種・ 業態の誘致を 推進

し 、 多様な人材が地元で 働ける 環境を 構築する

こ と 。

②　 企業やハロ ーワーク 等と の連携を 強化し 、 多

様な働き 方やワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス、 ジェ

ン ダー平等の啓発等に努める など、 働き やすい

労働環境づく り に取り 組むこ と 。 また、 若者の

地元就職率の向上を 図る ため、 引き 続き、 教育

機関等と 連携し 、 地元企業の説明会や職場体験

などの取組を展開するこ と 。

③　 食料・ 農業・ 農村基本法の見直し に向けた議

論を 踏まえながら、 新規就農・ 就業者の確保や

事業継承に関する 施策など、 農林水産業者への

支援に取り 組むこ と 。

④　 農林水産物の魅力や生産者の人柄が伝わる よ

う 、 SN S 等を 通じ て広く 発信する と と も に、 ゲ

ン セン 霧島認定制度やふる さ と 納税制度を 活用

し 、 農林水産物のさ ら なる 認知度向上、 販路拡

大を図るこ と 。

⑤　 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行を 契機と し

た旅行形態の変化や、 訪日外国人観光客の受け

入れに対応する ため、 施設等のユニバーサルデ

ザイ ン 化、 多言語表記の案内板の設置、 W i-Fi

環境の整備などに取り 組むこ と 。 また、 観光ニー

ズに対応し た、「 霧島なら では」 の観光素材の創

出を 図る こ と で、 また訪れたく なる、 魅力ある

観光地づく り を推進するこ と 。

⑥　 鉄道やバスなどの公共交通は住民や旅行者の

重要な交通手段であり 、 公共交通の利用促進は

交通渋滞の緩和にも 資する こ と から 、 県や関係

機関等と 連携し て、 路線や運行本数の維持・ 存

続を図ると と も に、 利用者の声を的確に把握し 、

利便性の向上に努めるこ と 。

⑵ 政策２ 「 みどり あふれる快適で暮ら し 続けたい

まちづく り 」 関連施策

①　 環境問題に関する 意識の向上を 図る ため、 市

民・ 事業者・ N PO 等と の協働による 学習会や植

林活動、 美化活動等の環境保全活動を 継続的に

展開するこ と 。

②　 利用者の多様なニーズに対応し た公園づく り

を 進め、 緑地の充実を 図る と と も に、 地域住民

と 連携し た適切な維持管理に努めるこ と 。

③　 喫緊の課題である市内の渋滞を 解消する ため、

バイ パス道路や地域拠点施設間のアク セス道路

の整備を 推進し 、 道路ネッ ト ワーク の構築を 図

るこ と 。

④　 地域と 連携し て空き 家の把握に努める と と も

に、 管理不全空き 家の所有者に対する 指導の強

化や危険廃屋の解体撤去を 促進し 、 市民生活の

安全を確保するこ と 。

⑤　 災害から 市民の生命・ 財産を 守る ため、 都市

計画等において災害の恐れのある 地域を 居住区

域から 除外する など、 よ り 安全・ 安心なまち づ

く り に取り 組むこ と 。 また、 災害時の人的被害

を 最小限に抑える ためには、 市民の防災意識の

向上を 図るこ と が重要である こ と から 、「 き り し

ま防災・ 行政ナビ 」 等を 活用し 、 災害の種類に

応じ た避難場所やハザード マッ プなど の防災情

報の周知に取り 組むこ と 。

⑶ 政策３ 「 誰も が支えあいながら 生き 生き と 暮ら

せるまちづく り 」 関連施策

①　 生活の基礎と なる「 食」 は、 健康の増進に欠

かせないも のである こ と から 、 食に関する 知識

を 身に付ける と と も に、 それを 支える「 農」 に

ついても 学び、 食文化への理解を 深める「 食農

教育」 に継続的に取り 組むこ と 。

②　 生活習慣病の発症・ 重症化予防のため、 特定

保健指導や早期受診勧奨等を 行う と と も に、 糖

尿病の重症化予防と CKD（ 慢性腎臓病） 予防ネッ

ト ワーク の推進を図るこ と 。

③　 かかり つけ医等を 決め、 生涯にわたっ て自分

の健康管理を 行う など、 市民の主体的な健康づ

く り を推進するこ と 。 また、各事業所においても 、

産業医や姶良・ 伊佐地域産業保健セン タ ーを 活

用し 、 労働者の健康管理やメ ン タ ルヘルスなど

に取り 組むよう 周知徹底を図るこ と 。

④　 姶良地区医師会等の関係機関と 連携し 、 救急

医療体制のさ ら なる充実を図るこ と 。

⑤　 子育てに関する 市の様々な支援によ り 、 前期

基本計画の成果指標である「 妊娠・ 出産につい

て満足し ている 市民の割合」 や「 乳幼児健診受

診率」 などが目標を 達成し ている にも 関わら ず、

先般の市民意識調査では、 子育てに関し て不安

感や負担感などを 感じ ている 市民の割合が６ 割

を 超えている こ と から 、 課題や市民ニーズの把

握を適確に行い、 必要な施策を講じ るこ と 。

⑥　 認知症になっ ても 安心し て暮ら せる まち づく

り を 進める こ と が重要である こ と から 、 認知症

サポータ ーの養成や「 みまも り あいアプ リ 」 の

活用に取り 組むと と も に、 早期診断・ 早期対応

に向け、 認知症サポート 医を 核と し た「 認知症

初期集中支援チーム」 の活用を推進するこ と 。

⑦　 障害の特性に応じ た福祉サービ スのさ ら なる

充実を 図る と と も に、 障害のある 人が地域の一

員と し て日常生活を 過ごし 、 社会活動や経済活

動等に参加でき る よ う 、 地域生活や就労支援な

ど自立支援対策を推進するこ と 。

⑷ 政策４ 「 社会を 生き 抜く 力と 生涯を 通じ て学び

あう 力を育むまちづく り 」 関連施策

①　 GIGAスク ール構想に基づき 配備し た一人１ 台

端末を 様々な教育活動で活用する と と も に、 メ

ディ アから 得た情報を 主体的に読み解き、 必要

な情報を 取捨選択でき る 能力の育成を 図る「 メ

ディ アリ テラ シー」 教育にも 取り 組むこ と 。

②　 本市の発展を 支えていく 子ど も たち が、 学力

のみなら ず、 社会的に自立し 、 豊かな心と 健康

な体を 育むこ と ができ る よ う 、 相談・ 支援体制

の充実を 図る こ と 。 また、 不登校の子ど も の居

場所の充実を 図る など、 特別な配慮等を 要する

児童生徒の支援にも 取り 組むこ と 。

③　 地域や関係機関、 企業など様々な主体と 連携

し た学校支援体制を 構築し 、 特認校制度や山村

留学制度など 特色ある 教育活動を 推進する と と

も に、 小規模校においても 協働的な学びを 実現

できるよう 、 学習環境の整備に取り 組むこ と 。

④　 子ども たち が学びを 生かし て地域貢献でき る

機会や、 高齢者を はじ め様々な世代・ 地域・ 企

業などが子ど も たち と 交流でき る 機会を 創出す

る など、 地域ぐ る みで子育てを 支援する 環境の

整備を図るこ と 。

⑤　 市民が生涯の学びを 通じ て自己実現を 図る と

と も に、 学びを 生かし て地域力を 高める こ と が

できるよう 、 多様な学習ニーズや SD Gs、 ラ イ フ

ステ ージに対応し た魅力ある 学習機会の提供に

努めるこ と 。

⑥　 地域に残さ れている 近代化遺産等の適切な保

存・ 活用に向けて取り 組むこ と 。

総合計画策定の趣旨（ 序論）に関する 事項

後期基本計画（ 素案）に関する 事項

別紙
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　（ 設置）

第１ 条　 まち・ ひと ・ し ごと 創生法（ 平成26年法律第

136号） 第10条第１ 項に規定する市町村まち・ ひと ・

し ごと 創生総合戦略（ 以下「 総合戦略」と いう 。）の策定、

推進等に関し 全庁的な取組を図るため、 霧島市地方創

生推進本部（ 以下「 本部」 と いう 。） を設置する。

　（ 所掌事務）

第２ 条　 本部の所掌事務は、 次に掲げる 事項と する 。

　 (1 )　 地方人口ビ ジョ ン 及び総合戦略の策定及び改

訂に関する 事項

　 (2 )　 総合戦略に関する 施策の推進及び進行管理に

関する 事項

　 (3 )　 その他本部長が必要と 認める事項

　（ 組織）

第３ 条　 本部は、 本部長、 副本部長及び本部員を も っ

て組織する。

２ 　 本部長は企画部を 担任する 副市長を 、 副本部長

は他の副市長を も っ て充てる 。

３ 　 本部員は、 別表に掲げる 者及び本部長が特に必

要と 認める者を も っ て充てる 。

　（ 職務）

第４ 条　 本部長は本部を 統括する。

２ 　 副本部長は本部長を 補佐し 、 本部長に事故があ

る と き はその職務を 代理する 。

　（ 会議）

第５ 条　 本部長は、 会議を 招集し 、 本部長がその議

長と なる 。

２ 　 本部長は必要がある と 認める と き は、 本部員以

外の者の出席を 求める こ と ができ る 。

　（ 霧島市地方創生推進委員会の設置）

第６ 条　 本部長は、 本部の下に霧島市地方創生推進

委員会（ 以下「 推進委員会」 と いう 。） を 設置する 。

２ 　 推進委員会の運営等に関し 必要な事項は、 別に

定める 。

　（ 庶務）

第７ 条　 本部の庶務は、 企画部企画政策課において

処理する 。

　（ 補則）

第８ 条　 こ の告示に定める も ののほか、 本部の運営

に関し 必要な事項は本部長が定める 。

　 　 附　 則

　 こ の告示は、平成2 7 年１ 月1 3 日から 施行する 。

　 　 附　 則（ 平成2 8 年９ 月2 3 日告示第2 5 0 号）

　 こ の告示は、平成2 8 年９ 月2 3 日から 施行する 。

　 　 附　 則（ 平成3 0 年1 1 月2 9 日告示第2 6 7 号）

　 こ の告示は、平成3 0 年1 1 月2 9 日から 施行する 。

　 　 附　 則（ 平成3 1 年４ 月１ 日告示第9 1 号）

　 こ の告示は、平成3 1 年４ 月１ 日から 施行する。

別表（ 第３ 条関係）

　（ 設置）

第１ 条　 第二次霧島市総合計画 ( 以下「 総合計画」 と

いう 。） を 策定するため、 霧島市総合計画策定委員

会 ( 以下「 委員会」 と いう 。） を 設置する。

　 (所掌事務）

第２ 条　 委員会は、次に掲げる事項について所掌する。

　 ⑴　 総合計画策定の基本方針に関するこ と 。

　 ⑵　 基本構想案及び基本計画案の調整及び決定に

関するこ と 。

　 ⑶　 その他総合計画の策定に関し 必要な事項

　 (組織）

第３ 条　 委員会は、委員長、副委員長及び委員をも っ

て組織する。

２ 　 委員長は、 企画部を 担任する 副市長を も って 充

て、 委員会を 代表し 、 会務を 総理する。

３ 　 副委員長は、 他の副市長を も って 充て、 委員長

を 補佐し 、 委員長に事故があると き、 又は委員長

が欠けたと き は、 その職務を 代理する。

４ 　 委員は、 別表に掲げる 者をも って充てる。

　（ 会議）

第４ 条　 委員会の会議は、 委員長が招集する。

２ 　 委員会の会議は、 委員の過半数が出席し なけれ

ば開く こ と ができない。

３ 　 会議の議長は、 委員長と する。

４ 　 委員長は、 必要があると 認めると き は、 委員会

の会議に関係者の出席を 求め、 意見等の聴取をす

るこ と ができる。

　（ 分科会）

第５ 条　 委員会に、 総合計画の分野ごと に専門的な

調査、 研究及び検討を 行う 分科会を 設置する。

２ 　 分科会の所掌事項及び構成員等については、 委

員長が別に定める。

　（ 庶務）

第６ 条　 委員会の庶務は、 企画部企画政策課におい

て行う 。

　（ その他）

第７ 条　 こ の告示に定める も ののほか、 委員会の運

営に関し 必要な事項は、 委員長が別に定める。

　 　 附　 則

　 こ の告示は、 平成2 8 年７ 月４ 日から 施行し 、 総合

計画を 策定し た日に、 その効力を 失う 。

　 　 附　 則（ 令和３ 年６ 月21日告示第15 7 号）

　 こ の告示は、 令和３ 年６ 月21日から 施行する。

別表（ 第３ 条関係）　

第二次霧島市総合計画
策定委員会設置要綱

霧島市地方創生推進本部
設置要綱

教育長、 総務部長、 市政推進特任部長、 企画部長、 市民環境部長、

保健福祉部長、 農林水産部長、 商工観光部長、 建設部長、 消防局長、

上下水道部長、 教育部長、 議会事務局長

⑦　 市民がスポーツ や芸術文化に親し む機会がコ

ロ ナ禍等で減少し たこ と から 、 関係団体等と 連

携を 図り ながら 、 生涯にわたり ス ポーツ に親し

むこ と ができ る 環境づく り や多様なジャ ン ルの

芸術文化を 楽し むこ と のでき る 機会の提供など

に取り 組むこ と 。

⑸ 政策５ 「 市民と つく る 協働と 連携のまちづく り 」

関連施策

①　 岐阜県海津市などの姉妹都市を はじ めと する

国内都市と の多彩な交流を 進め、 地域間相互の

理解を深めるこ と 。

②　 地域おこ し 協力隊員の配置や遊休不動産の有

効活用によ り 、 中山間地域の特性を 生かし たま

ちづく り や地域の活性化に取り 組むこ と 。

③　 コ ロ ナ禍を 機に地方移住への関心が高まっ て

いるこ と から 、 本市への移住者や移住相談を行っ

た人の年代、 世帯構成等の分析を行う など、 タ ー

ゲッ ト に沿っ た効果的な手法を 検討し 、 移住定

住促進策を講じ るこ と 。

④　 性別によ る 固定的な役割分担意識の解消が進

みつつあるも のの、 いまだに子育て世代の女性は

育児や家事、 学校行事など の負担が大き く 、 意

欲があっ ても 経営への参画が難し い傾向にある。

さ ら なる 男女共同参画の推進に向けて、 全ての

女性が働き やすい環境の整備や女性の活躍推進

に向けた社会的な機運の醸成に努めるこ と 。

⑤　 外国人住民が安心し て暮ら すこ と ができ る よ

う 、 市民や企業等が外国人住民と 交流し 理解す

る 機会の提供に努める と と も に、 関係団体等と

連携し て支援の充実を図るこ と 。

⑥　「 褒め合う まち 」 を コ ン セプト に、 市民のまち

への愛着度を 高める「 キリ シマイ スタ ー」 活動

をさ ら に推進するなど、 市民と 行政が一体と なっ

たまちづく り や魅力の発信に取り 組むこ と 。

⑹ 政策６ 「 信頼さ れる 行政経営による まちづく り 」

関連施策

①　 市職員一人一人が市民の声に耳を 傾け、 市の

施策や取組を 分かり やすく 丁寧に伝える と と も

に、 積極的な姿勢を 持っ て質の高い行政サービ

スを提供できるよう 、 人材育成に取り 組むこ と 。

②　 信頼さ れる 行政経営を 進める ため、 積極的な

情報公開によ り 市政に対する 理解と 透明度を 高

める と と も に、 市民の意見を 市政へ適切に反映

さ せるこ と 。

③　 SN S や動画など様々なツールのさ ら なる調査、

研究、 活用を 進め、 よ り 効果的な情報発信に努

めるこ と 。

①　 住民自治の推進によ る 魅力ある 地域社会を 形

成する ためには、 市民一人一人が自分の住む地

域の魅力を 知り 、 それぞれの特性に沿っ た地域

活動を 継続的に実施し ていく こ と が重要である。

そのため、 地域活動に参画し やすい仕組みづく

り や地域活動を 担う リ ーダーの育成、 地域活性

化に取り 組む市民団体等への支援に取り 組むこ

と 。 　

②　 本市の豊かな環境を 将来の世代に引き 継ぐ た

め、 リ サイ ク ル率や家庭系ごみの排出量、 温室

効果ガス排出量など、 環境と 調和し たまち づく

り を 推進する ための KPI については、 目標値の

達成にと どまら ず、 SD Gs の実現に向けて、 より

高い目標を目指し 、 必要な施策を講じ るこ と 。

③　 快適で暮ら し やすい街を 形成する ための基盤

整備と し て、 利用者の視点に立っ た様々な世代

が触れ合う こ と ができ る 公園づく り を 進める と

と も に、 社会経済環境の変化に適応し 、 地域の

特性を 踏まえた計画的な土地利用を 推進する こ

と 。

④　 オン ラ イ ン 申請など行政サービ スのデジタ ル

化推進はも ち ろ んのこ と 、 Io t や AI、 5G 等のデ

ジタ ル技術やデータ を 活用し 、 あら ゆる 分野で

のサービスの向上に取り 組むこ と 。

⑤　 高校・ 大学等卒業時の市内就職率の向上を 図

る ため、 教育機関や企業等と の連携を 強化し 、

地元企業周知のための説明会な ど、 具体的な取

組を展開するこ と 。

第３ 期霧島市ふる さ と 創生総合戦略に
関する 事項

教育長、 総務部長、 企画部長、 市民環境部長、 保健福祉部長、

農林水産部長、 商工観光部長、 建設部長、 上下水道部長、 教育部長、

市政推進特任部長
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用語解説

  あ

・ Io T（ アイ オーテ ィ ー）

In terne t O f Th ingsの略称。 コ ン ピ ュ ータ ーや

ス マ ート フ ォ ン な ど の情報通信機器に限ら ず、

様々な「 モノ 」がイ ン タ ーネッ ト につながるこ と 。

・ ICT（ アイ シーティ ー）

情報通信技術（ Info rm atio n and Com m unication

Techno logy の略称）。 情報通信分野の機械や装

置に関する 技術から 、 それら を 利活用する 技術

まで広い概念で用いら れている 。

・ 空き 家バン ク 制度

空き 家を 売り たい・ 貸し たい所有者や管理者と 、

居住する ために空き 家を 買いたい・ 借り たい人

と のマッ チン グを 支援する 制度。

・ アク セス道路

道路の渋滞緩和や交通の安全性向上のため、 地

域内の道路から 広域幹線道路に安全かつ短時間

に移動でき る 道路。

・ 明日の日本を 支える 観光ビ ジョ ン

「 観光先進国」 への新た な 国づく り に 向け て、

明日の日本を 支える 観光ビ ジ ョ ン 構想会議（ 議

長： 内閣総理大臣） が策定し た未来像。

・ 新たな生活様式

新型コ ロ ナウイ ルス 感染症の拡大防止のため、

国が公表し た行動指針。

・ 安全灯

通学路の安全を 確保する ため、 主に集落間の明

かり のない所に設置する 街灯。

  い

・ 移住プロ モーショ ン

移住定住の促進を 図る ため、 様々な 媒体を 活用

し た PR や対面で の相談会等を 通じ 、 本市の魅

力を 発信する 活動。

・ 一時預かり

家庭で の保育が一時的に 困難と な っ た 子ど も

を 、 主に昼間に保育所等で 一時的に預かり 、 必

要な保護を 行う こ と 。

・ 一次救急医療

入院を 必要と し ない救急患者への医療。

・ 医療的ケア児保育

人工呼吸器を 装着し て いる、 ま たは日常生活を

営むた めに医療を 要する 状態にある 子ど も に、

保育所等で保育の提供を 行う こ と 。

・ イ ン バウン ド

外から 入っ てく る 旅行。 一般的には外国人の訪

日旅行を 指す。

・ イ ン フ ラ

イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ーの略称。 水道・ 道路・

電力網など、 社会や生活を 支える 基盤。

  え

・ A I（ エーアイ ）

人口知能。 コ ン ピ ュ ータ ーがデータ を 分析し 、

推論や判断、 学習な ど 人間の知的能力を 模倣す

る 技術。

・ エコ ド ラ イ ブ

燃料消費量やCO 2 排出量を 減ら し 、 地球温暖化

につなげる 運転技術や心掛け。

・ SN S（ エスエヌ エス）

So cia l N e tw o rk in g Se rviceの略称。 イ ン タ ー

ネッ ト 上で社会的交流の場を 提供する サービ ス。

・ N PO（ エヌ ピ ーオー）

非 営 利 活 動 法人（ N o n Pro fit O rg an iza tio n の

略称）。 ボラ ン テ ィ ア 活動な ど の社会貢献活動

を 行う 、 営利を 目的と し ない団体を 指す。

・ 延長保育

保育所等で通常の保育時間を 超えて子ど も を 預

かる こ と 。

  お

・ 温室効果ガス

温室効果を 持つ大気中に拡散さ れた気体。 代表

的な温室効果ガスである 二酸化炭素やメ タ ン ガ

スのほかフ ロ ン ガスなど 人為的な活動によ り 大

気中の濃度が増加の傾向にある 。

・ オン ラ イ ン

コ ン ピ ュ ータ ーの入出力装置な ど が、 中央処理

装置と 直結し ている 状態。また、端末がイ ン タ ー

ネッ ト などの通信回線に接続さ れている こ と 。

  か

・ 海域の環境基準（ CO D ）

水質汚濁の指標の一つ。 水中に有機物な ど の物

質がど れく ら い含まれる かを、 酸化剤の消費量

を 酸素の量に換算し て示さ れる 。

・ 海外の交流都市

マ レ ーシア・ マ ラ ッ カ 州マ ラ ッ カ 市、 韓国・ 釜

山広域市、 中国・ 上海市嘉定区、 ア メ リ カ ・ カ

リ フ ォ ルニア州ソ ノ ラ 市等。

・ 会計年度任用職員

一会計年度を 超えない期間を 任期と し て採用さ

れる 一般職の地方公務員。

・ 介護給付費

介護保険制度で要介護認定を 受けた被保険者に

対し て行われる 保険給付費用。

・ 介護保険ボラ ン テ ィ アポイ ン ト 事業

市内居住の6 5 歳以上の高齢者を 含む5 人以上の

任意の団体が行う 「 高齢者支援」「 子育て支援」

「 子ど も 食堂支援」 な ど の互助活動に対し 、 市

が助成を 行う 事業。

・ 開発行為

建物の建築など を 目的に土地の区画形質の変更

を 行う こ と 。

・ 核家族

夫婦と その未婚の子ど も で 構成さ れる 家族。 夫

婦のみの世帯や一人親世帯も 含まれる 。

・ 学習定着度調査

県内の小・ 中学生の基礎的・ 基本的な知識・ 技

能や思考力・ 判断力・ 表現力等に関する 学習状

況を 把握する と と も に、 学習に関する 意識や学

び方など の学習状況を 把握する ため、 県教育委

員会が実施する も の。

・ かごし ま出会いサポート セン タ ー

結婚を 希望する 人の出会いを 支援する ため、 会

員管理登録システ ムを 利用し たマ ッ チン グや成

婚に向けた支援を 行う 鹿児島県の機関。

・ 化石燃料

地質時代を 通じ て 動植物な ど が地中に堆積し 、

長い年月を かけて 地圧や地熱を 受け、 変成さ れ

て で き た有機物。 特に、 石炭・ 石油・ 天然ガス

など 、 燃料と し て用いら れる 物。

・ 合併処理浄化槽

し 尿のほか生活雑排水も 処理する こ と が可能な

浄化槽。

・ 関係人口

移住し た「 定住人口」 で も な く 、 観光に 来た

「 交流人口」 でも ない、 住所地外でのボラ ン テ ィ

ア や継続的な 交流、 週末農業など 地域や地域の

人々と 多様な形で関わる 人々。

・ 観光ト レ ン ド

観光需要に関する 傾向。

・ 間伐

森林や果樹園において、 主な 木の生育を 助けた

り 、 採光を よ く し たり する ために適当な間隔で

木を 伐採する こ と 。

・ 管理不全空き 家

周辺の生活環境に悪影響を 及ぼす恐れがある 、

適切に管理さ れていない空き 家。

  き

・ 議員と 語ろ かい

市議会議員と 市民グループ 、 地区自治公民館、

自治会等が身近な 問題等を テ ーマ に 行う 意見

交換会。

・ 基幹相談支援セン タ ー

地域における 相談支援の中核的な役割を 担う 機

関と し て、 身体障がい者、 知的障がい者、 精神

障がい者の福祉に関する 相談等の業務を 総合的

に行う こ と を 目的と する 市の施設。

・ 希少野生動植物

人為的な 影響によ り 、 存続に支障を 来す事情が

生じ ている と 判断さ れる 動植物。

・ 既存スト ッ ク

こ れま で に 整備さ れて き た 基盤施設や公共施

設、 建築物等の施設。

・ 技能実習生

出身国において習得が困難な技能等の習得・ 習

熟を 図る ため、 日本で企業や個人事業主等の実

習実施者と 雇用関係を 結ぶ外国人。

・ 規範意識

道徳・ 倫理・ 法律等の社会のルールを 守ろ う と

する 意識。
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・ キャ ッ シュ レ ス

現金ではな く 、 小切手・ 口座振替・ ク レ ジ ッ ト

カ ード ・ 電子マ ネーなど を 利用し て 支払いや受

け取り を 行う こ と 。

・ キャ リ ア教育

一人一人の社会的・ 職業的自立に向け、 必要な

基盤と な る 能力や態度を 育て る こ と を 通し て 、

キャ リ ア発達を 促す教育。

・ 休日在宅当番医制

日曜日や祝日、 年末年始の昼間に、 市内の医療

機関の協力の下、 当番制で診療を 行う こ と 。

・ 狭隘（ き ょ う あい）

面積などが狭く 、 ゆと り がないこ と 。

・ 共助

地域などで協力し て助け合う こ と 。

・ 共生社会

こ れまで必ずし も 十分に社会参画でき る よ う な

環境にな かっ た障がい者等が、 積極的に参加・

貢献し ていく こ と ができ る 社会。

・ 行政評価

限ら れた資源を 有効に活用する ために、 施策や

事務事業について、 その目的や目標に対し て 取

り 組んだ結果や効果を 分析し 、 客観的な 検証を

行う こ と 。

・ 協働的な学び

日常行われる 学び合いも 含め、ICTを 活用し た他

校の児童生徒と の学び合いや、 地域人材・ 素材

を 活用し た多様な体験活動な ど、 様々な人と の

関わり を 通し て諸問題の発見や解決など に取り

組む学び。

・ 霧島ジオパーク

霧島市・ 曽於市・ 湧水町、 宮崎県都城市・ 高原

町・ 小林市・ え びの市の5 市2 町で 構成さ れる

ジオパーク 。

・ 霧島ジオパーク 推進連絡協議会

地域の地質遺産を 地域住民・ 行政等が連携し て

保護・ 研究し 、 教育的活用やジ オツ ーリ ズムの

場と し て 利用で き る 環境整備を 行う ため、 平成

2 0（ 2 0 0 8 ）年1 0 月に霧島ジ オパーク 内の行政・

民間団体で設立し た協議会。

・ 霧島市総合計画策定条例

総合計画の基本的事項を 明ら かに する と と も

に、 総合計画の策定手続等に関し 必要な事項を

定める こ と を 目的に制定し た条例。

・ 霧島市ふる さ と 創生総合戦略

地方創生に向けた「 訪れたいま ち 」「 住み続け

たいまち 」「 働き たいまち 」 の3 つの基本目標を

掲げ、 こ れら を 推進する ための具体的な 施策を

と り まと めた戦略。

・ 霧島スポーツ まつり

老若男女問わず、 誰で も 楽し く 参加で き る 体験

型のス ポーツ イ ベン ト 。 市スポーツ 協会が、 毎

年、 スポーツ の日に開催。

・ 錦江湾奥会議

錦江湾奥部と 桜島周辺に位置する 4 市（ 霧島市・

鹿児島市・ 垂水市・ 姶良市） が、 行政区域を 越

え て地域活性化を 目指すため、 平成2 3（ 2 0 1 1 ）

年8 月に設立。

  く

・ グロ ーバル化

情報通信技術の進展、 交通手段の発達によ る 移

動の容易化、 市場の国際的な開放等によ り 、 人・

物・ 情報の国際的移動が活性化し て 様々な 分野

で 国境の意義があいま いにな る と と も に、 各国

が相互に依存し 、 他国や国際社会の動向を 無視

でき なく なっ ている 現象。

・ グロ ーバル人材

日本人と し ての自我を 持ち な がら、 広い視野に

立っ て 培われる 教養と 専門性、 異な る 言語・ 文

化・ 価値を 乗り 越え て 関係を 構築する ためのコ

ミ ュ ニケーショ ン 能力と 協調性、 新し い価値を

創造する 能力、 次世代ま で も 視野に入れた社会

貢献の意識など を 持っ た人。

  け

・ 景観行為

景観に影響を 与える 、 建築物や工作物等の新築、

増築などを 行う こ と 。

・ 景観条例

地域の自然・ 歴史・ 文化等と 共に育ま れてき た

本市の景観を 市民共通の資産と し て適切に次世

代へ継承する と と も に、 魅力的で活力ある 本市

な ら で はのまち づく り を 行う ため、 景観形成に

関する 必要な事項を 定めた条例。

・ ゲート キーパー

職場・ 学校や家庭な ど で自殺の兆候が見ら れる

人に対し 、 声を 掛けて 話を 聞いたり 、 専門家を

紹介し たり し て 悩みを 軽減し ても ら う 役割を 担

う 人。

・ KPI（ ケーピ ーアイ ）

重要業績評価指標。 目標の達成に向けた取組を

評価する ための指標。

・ ゲン セン 霧島

産官学で組織する 霧島ガスト ロ ノ ミ ー推進協議

会が認定・ 推進する 食な ど に関する ブ ラ ン ド の

名称。

  こ

・ 後期高齢者

7 5 歳以上の高齢者。

・ 合計特殊出生率

1 5 歳から 4 9 歳の女性の年齢別出生率を 合計し

た指標。 一人の女性が平均し て 一生の間に何人

の子ども を 産むかを 表す。

・ 公債費

こ れまでの公共事業など の財源と し て借り 入れ

たお金の返済に使われた費用。

・ 公助

個人や地域社会で は解決で き な い 問題に つ い

て、 国や自治体が支援を 行う こ と 。

・ 高等教育機関

大学・ 大学院・ 短期大学・ 高等専門学校・ 専門

学校（ 専門課程を 置く 専修学校）。

・ 合理的な配慮

障がい 者が他の人と 平等に、 全て の人権と 基

本的自由を 享有・ 行使する こ と を 確保する た

めの必要かつ 適当な 変更・ 調整で あ っ て 、 特

定の場合に お い て 必要と さ れる も ので あ り 、

かつ均衡を 失し た、 ま た は過度の負担を 課さ

な いも の。

・ 交流人口

その地域を 訪れる 人の数。 通勤・ 通学者や観光

客など。

・ 高齢者運転免許証自主返納制度

身体機能の低下等のため運転に不安を 感じ る よ

う にな っ た高齢ド ラ イ バーなど が、 自主的に運

転免許証を 返納でき る 制度。

・ 国土強靭化

大規模自然災害時に人命を 守り 、 経済社会への

被害が致命的にな ら ず、 迅速に回復する「 強さ

と し なやかさ 」 を 備え た国土、 経済社会シ ステ

ムを 平時から 構築し ていく こ と 。

・ 子育て世代包括支援セン タ ー

妊娠期から 子育て期にわたる 様々なニーズに対

し て、 切れ目なく 総合的相談支援を 提供する ワ

ン スト ッ プ拠点。

・ こ ども 館（ すかいぴあ）

子育て環境の充実や遊びの体験を 通じ て子ど も

の幼児期における 基礎体力を 向上さ せる と と も

に、 子ど も の発想力や想像力を 育成し 、 健全な

成長を 図る こ と を 目的に、 令和3（ 2 0 2 1 ）年7 月

に設置し た市の施設。

・ こ ども セン タ ー

親子でのふれあい遊び、 子ど も や子育て に関す

る 相談、 子育て 支援の情報提供、 遊具な ど で遊

べる 部屋の開放、 絵本の読み聞かせなどを 行う 、

市の子育て支援施設。

・ こ ども ・ く ら し 相談セン タ ー

複合的な 福祉に関する 相談に、 包括的に対応す

る 市の窓口。

・ こ ども 発達サポート セン タ ー

発達に不安のあ る 子ど も (1 8 歳未満 ) の相談・

支援を 行う 拠点。 発達相談、 発達支援教室、 発

達外来、 発達に関する 学習会、 関係機関と の連

絡調整を 実施。

・ 個別最適な学び

ICT等の活用によ る 学習状況に応じ た教材の提

供な ど によ り 、 多様な 能力・ 適性、 学習速度・

習熟等に 応じ て 児童生徒が主体的に 取り 組む

学び。

・ コ ミ ュ ニテ ィ

町村・ 都市・ 地方な ど、 生産・ 自治・ 風俗・ 習

慣など で深い結び付き を 持つ共同体。

・ 婚活

結婚に向けた準備や出会いの場への参加など の

結婚活動。
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  さ

・ 再生可能エネルギー

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱、

その他の自然界に存する 熱、 バイ オマス な ど を

エネルギー源と し て永続的に利用する こ と がで

き る も の。

・ 財政調整基金

地方公共団体が年度間の財源の変動に 備え て

積み立て る 基金。 財源不足が生じ た 年度に 活

用する 。

・ 財政調整基金繰入額

予算編成における 収支不足を 補う ために財政調

整基金を 取り 崩し た額。

・ 再造林

人工的に育成し た森林を 伐採し た跡地に再び造

林する こ と 。

・ 再任用職員

定年退職等によ り 一旦退職し た人で 、 1 年以内

の任期であら ためて採用さ れた人。

・ サイ バーセキュ リ テ ィ

データ やネッ ト ワーク 、 コ ン ピ ュ ータ ーな ど の

デジタ ル環境を サイ バー攻撃やその他の脅威か

ら 守る こ と 。

・ 作業療法士

主に理学療法のリ ハビ リ で基本動作が回復し た

患者に対し て、 日常生活を ス ムーズに送る ため

の複合的動作を 可能と する 訓練を 行う 人。

・ 桜島・ 錦江湾ジオパーク

鹿児島市・ 姶良市・ 垂水市の 3 市で 構成さ れる

ジオパーク 。

・ サプラ イ チェ ーン

ある 製品が、 原料の段階から 消費者に届く まで

の一連の流れ。

・ 産官学

産業界、 国・ 自治体、 大学・ 研究機関の総称。

・ 産後ケア

出産後の母親の体力の回復や心の安定を 図る ケ

ア と 同時に、 授乳や沐浴（ も く よ く ） な ど の育

児指導を 行う な ど、 良好な 母子の愛着形成のた

めの支援。

・ 山村留学制度

過疎化が進む地域の学校など が、 都会など に住

む子ど も たち を 受け入れ、 学校教育の振興や地

域の活性化を 図る こ と を 目的に、 市町村・ 学校・

地域が主体と なっ て実施する 制度。

・ 三大都市圏

東京圏（ 東京都・ 神奈川県・ 埼玉県・ 千葉県）、

大阪圏（ 大阪府・ 兵庫県・ 京都府・ 奈良県）、

名古屋圏（ 愛知県・ 岐阜県・ 三重県） のこ と 。

  し

・ CKD（ 慢性腎臓病）ネッ ト ワーク

市が、 特定検診等の結果を 基に腎臓の異常等が

発見さ れた人に受診を 推奨し 、 かかり つけ医と

腎臓専門医が連携し てCKD（ 慢性腎臓病）の早期

発見・ 重症化予防を 図っ ていく 体制。

・ ジオパーク

地球科学的意義のある サイ ト や景観が保護・ 教

育・ 持続可能な開発の全てを 含んだ総合的な 考

え方によ っ て管理さ れた 1 つのエリ ア。

・ ジオパーク サイ ト

ジオパーク 内の地形・ 地質、動植物、文化の保全・

活用区域のう ち 、 特に学術上貴重で、 地域の自

然や文化を 象徴する も のが見ら れる 地点。

・ 自己肯定感

自己に対する 肯定的な意識。

・ 自己有用感

人の役に立っ た、 人から 感謝さ れた、 人から 認

めら れた等の自分と 他者（ 集団や社会） と の関

係を 自他共に肯定的に受け入れら れる こ と で生

まれる 、 自己に対する 肯定的な評価。

・ 市債

市の借金。

・ 施策評価

総合計画の施策に設定し た成果指標の目標値に対

する実績値を把握し 、計画の進行管理を行う 手法。

・ 自主財源

市税・ 分担金・ 負担金・ 使用料・ 手数料な ど 自

主的に収入でき る 財源。 行政活動の自主性と 安

定性を 確保し う る かどう かの尺度になる 。

・ 自主防災組織

災害によ る 被害を 予防・ 軽減する ための活動を

行う 、 地域住民主体の任意団体。

・ 自助

家庭で 日頃から 災害に備え たり 、 災害時に自ら

自分や家族を 守っ たり する こ と 。

・ 自然増減

人口動態に関する 統計で、 出生・ 死亡によ る 人

口の増減。

・「 質」 の改革

多様な 主体の協働によ る ま ち づく り 、 情報化の

推進、 職員の能力向上など。

・ 指定管理者

指定管理者制度において、 地方公共団体から 公

の施設の管理を 任さ れる 団体。

・ シティ セールスミ ーティ ン グ

市が売り たいモ ノ ・ コ ト を 効率的・ 効果的に発

信する ため、 行政内部で情報共有等を 図る 会議。

・ シティ プ ロ モーショ ン

地域の魅力を 内外に発信し 、 その地域へヒ ト ・

モ ノ ・ カ ネを 呼び込み、 地域経済を 活性化さ せ

る 活動。

・ 児童委員

子ど も や妊産婦の保護・ 保健など に関する 援助・

指導を 行い、 児童福祉司や社会福祉主事の職務

に協力する 者。 児童福祉法に基づき 市町村に置

かれ、 民生委員がこ の職を 兼務する 。

・ 児童発達支援

未就学児に日常生活における 基本的な動作の指

導、 知識技能の付与、 集団生活への適応訓練を

行う こ と 。

・ 事務事業

施策の目的を 実現する ために実施する 事務や事

業。

・ 社会資本整備

国や地方公共団体が公共事業によ っ て、 道路・

港湾・ 上下水道・ 公営住宅・ 病院・ 学校など 産

業や生活の基盤と な る 社会資本を 整備する こ

と 。

・ 社会増減

人口動態に関する 統計で、 転入・ 転出によ る 人

口の増減。

・ 社会動態

一定期間における 転入・ 転出、 その他の増減に

伴う 人口の動き 。

・ 社会保障関連費

医療・ 介護の自己負担分以外の給付額な ど 、

社会保障制度に よ っ て 給付さ れる 金銭やサー

ビ ス 。

・ 社会保障制度

国民の安心や生活の安定を 支え る セ ーフ テ ィ

ネッ ト 。 社会保険・ 社会福祉・ 公的扶助・ 保健医。

・ 循環型社会

天然資源の消費を 抑制し 、 環境負荷の低減を

図る 社会。 大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄を

前提と し た 社会に 代わる も のと し て 提示さ れ

た概念。

・ 障がい者計画

障害者基本法に基づき、 障がい者のための施策

に関する 基本的な事項を 定める 中長期の計画。

・ 障害者自立支援事業

知的障がい者、 精神障がい者等のう ち 判断能力

が不十分な人が地域において自立し た生活が送

れる よ う 、 利用者と の契約に基づき、 福祉サー

ビ スの利用援助等を 行う 事業。

・ 消費生活セン タ ー

商品やサービ スな ど、 消費生活全般に関する 消

費者から の苦情や問い合わせに、 専門の相談員

が対応する 市の機関。

・ 食農教育

心身の健康を 確保し 豊かな人間性を 育むための

「 食」 と 、 それを 支え る 「 農」 について 学び体

験する こ と 。

・ 自立支援計画

子ど も の養育を ど のよ う に考え て いく か、 児童

相談所が社会診断・ 心理診断・ 医学診断を 元に

専門的な 視点から 作成する、 子ど も が自立し て

生活する 力を 育むための計画。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症

令和元（ 2 0 1 9 ）年に、 中国の湖北省武漢市で初め

て確認さ れた新型コ ロ ナウイ ルスによ る 感染症。

・ 人事評価制度

職員がその職務を 遂行する に当たり 、 発揮し た

能力や挙げた業績を 把握し た上で行われる 勤務

成績の評価を 、 任用・ 給与・ 分限、 その他の人

事管理の基礎と し て活用する 制度。

・ 森林環境譲与税

国から 市町村や都道府県に対し て譲与さ れる も

ので、 市町村において は、 間伐や人材育成・ 担

い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の「 森

林整備及びその促進に関する 費用」 に充てる こ

と と さ れている 。
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・ 森林の有する 多面的機能

森林が山地災害防止・ 土壌保全・ 水源涵養・ 地

球環境保全・ 木材等生産・ 文化・ 生物多様性保全・

保健・ レ ク リ エーシ ョ ン 等の様々な働き を 持っ

ている こ と 。

  す

・ 水道施設

水道のための取水・ 導水・ 浄水・ 送水・ 配水施

設で あり 、 水道事業者や専用水道の設置者の管

理に属する も の。

・ スポーツ 推進委員

ス ポーツ の推進を 図る ため、 市民に対し て 事業

の実施に係る 連絡調整、 実技の指導・ 助言を 行

う 非常勤の公務員。

  せ

・ 生活困窮者自立支援法

経済的に困窮し 、 最低限度の生活を維持するこ と

ができ なく なるおそれのある人に対し て、 自立の

促進を図るための措置を講ずるこ と を定めた法律。

・ 生活習慣病

特に食生活・ 運動習慣・ 休養・ 喫煙・ 飲酒な ど

の習慣が、 発病や病気の進行に深く 関与し て い

る 病気。 脳卒中・ がん・ 心臓病・ 糖尿病・ 高血圧・

高脂血症など がある 。

・ 生活排水処理率

全人口に占める、 合併処理浄化槽と 公共下水道

に接続し ている 合計人口の割合。

・ 生産基盤

田・ 畑・ 水路・ 農道な ど の農業生産の基礎と な

る 土地施設。

・ 生産年齢人口

人口統計で、 生産活動の中心と なる 1 5 歳以上

6 5 歳未満の人口。

・ 青少年健全育成連絡会

小学校区ご と に地区自治公民館関係者やPTA、

子ど も 会、 老人ク ラ ブ、 女性の会、 青少年補導

員の代表者等で構成する 会。

・ 成年後見セン タ ー

認知症・ 知的障害・ 精神障害等により 判断能力が

十分でない人の権利を擁護するため、 こ れら の人

が成年後見制度を円滑に利用するこ と ができ るよ

う 支援を行い、 制度の利用促進等を図る機関。

・ 生物多様性

様々な生物が存在し ている 様子。

・ 性別によ る 固定的な役割分担意識

「 男性、 女性と いう 性別で役割が定まっ ている 」

と いう 考え方や意識。

・ セルフ ケア

自分で自分の健康を 管理する こ と 。

・ 全国茶品評会

日本茶業の将来を 展望し 、 茶生産の近代化と

日本の茶業経営の一層の発展を 目的に、 全国

の都道府県から 選抜出品さ れた 茶を 対象と す

る 品評会。

・ 選択と 集中

特定の分野・ 領域を 選び、 そこ に人材や資金な

どの資源を 集中的に投入する こ と 。

  そ

・ 創業支援セン タ ー

創業希望者に対する 市の相談窓口。

  た

・ 第1 号被保険者

介護保険に加入する 6 5 歳以上の人。

・ 多言語表記

看板や画面上に複数の言語（ 日本語・ 英語・ 中

国語・ 韓国語等） を 同時に、 ま たは切り 替え て

表示する こ と 。

・ 脱炭素化・ 脱炭素社会

地球温暖化の原因と なる 二酸化炭素など の排出

量を 実質的にゼロ にする こ と 。 それを 実現し た

社会。

・ 多文化共生

国籍など の異なる 人々が互いの文化的差異を 認

め合い、 対等な 関係を 築こ う と し な がら 、 地域

社会の構成員と し て共に生き ていく こ と 。

・ 団塊の世代

昭和2 2（ 1 9 4 7 ）年から 昭和2 4（ 1 9 4 9 ）年に かけ

ての第一次ベビ ーブームで生まれた世代。

・ 男女共同参画

男女が互いに人権を 尊重し 、 性別によ る イ メ ー

ジ ではな く 、 それぞれの個性や能力を 十分発揮

でき る こ と 。

ち

・ 地域おこ し 協力隊

三大都市圏な ど の都市地域から 地方へ生活の

拠点を 移し 、 地域ブ ラ ン ド や地場産品の開発・

販売・ PR 等の地域おこ し の支援や農林水産業

への従事、 住民の生活支援な ど の「 地域協力

活動」 を 行う 人で 、 地方自治体から 委嘱を 受

けた人。

・ 地域公共交通

地域住民の日常生活・ 社会生活における 移動や、

観光客を はじ めと する 来訪者の移動のための交

通手段と し て利用さ れる 公共交通機関。

・ 地域子育て支援セン タ ー

子育て 等に関する 相談・ 援助の実施、 地域の子

育て 関連情報、 子育てや子育て 支援に関する 講

習等を 実施する 施設。

・ 地域産業保健セン タ ー

労働者の健康・ 安全の確保を 図る こ と を 目的に、

各都道府県に 設置さ れる 機関。 本市に は、 姶

良地区医師会内に姶良・ 伊佐地域産業保健セン

タ ーが設置さ れている 。

・ 地域のひろ ば

公民館など 地域の誰も が集まれる 場所で、 地域

住民が主体と なっ て定期的に健康づく り や介護

予防の取組を 行う 通いの場。

・ 地域包括ケアシステム

重度な要介護状態と なっ ても 住み慣れた地域で

自分ら し い暮ら し を 最期まで続ける こ と ができ

る よ う 、 住ま い・ 医療・ 介護・ 予防・ 生活支援

が一体的に提供さ れる 仕組み。

・ 地域包括ケア・ ラ イ フ サポート ワーカ ー

地域包括ケ ア シ ス テ ムの構築に 向けて 養成を

行っ て いる 市独自の認定資格。 地域の身近な 相

談窓口と し て、 地域生活の支援を 行う 。

・ 地域包括支援セン タ ー

高齢者への総合的な生活支援の窓口と なる 地域

機関。 市町村ま たは市町村から 委託さ れた法人

が運営し 、 主任介護支援専門員・ 保健師・ 社会

福祉士が必ず配置さ れる 。

・ 地域見守り 支援員

民生委員等と 連携し 、 一人暮ら し や寝たき り の

高齢者・ 障がい者等に対し 、 声掛けや安否確認

など の見守り 活動を する 人。

・ 地球温暖化

地球全体の平均気温が上昇する 現象。

・ 地区防災計画

地区自治公民館や地区自治会等が、 地域性な

ど に 配慮し て 自主的に 作成する 地区独自の防

災計画。

・ 地産外消

地域で生産さ れた様々な 生産物や資源が、 地域

を 越え、 首都圏等の大消費地や海外で 消費さ れ

る こ と 。

・ 地産地消

地域で生産さ れた様々な生産物や資源を その地

域で消費する こ と 。

・ 中山間地域

国分・ 隼人地区の市街地を 除く 、 他の地域。

・ 超高速ブロ ード バン ド

FTTH（ 光フ ァ イ バ回線）、LTE（ 携帯電話通信規

格の一つ）、 伝送速度3 0 M b p s以上のケ ーブ ル

イ ン タ ーネッ ト 。

・ 鳥獣被害

イ ノ シシ やシ カ 、 サルな ど の野生鳥獣によ る 農

林水産物の被害。

・ 長寿命化

イ ン フ ラ 等の耐久性を 向上さ せ、 長持ち さ せる

よ う にする こ と 。

  つ

・ ツ ーリ ズム

観光旅行や観光促進を 目指す取組、 体験型観光

など。

  て

・ Ｄ Ｖ （ ディ ーブイ ）

配偶者、 交際の相手方な ど 親密な 関係にあり 、

ま たは親密な 関係にあっ た男女間において、 個

人の尊厳を 侵すよ う な身体的・ 精神的・ 社会的・

経済的・ 性的な暴力。

・ 定年延長制度

公務員の定年年齢を 6 5 歳まで段階的に引き 上げ

る 制度。

・ デジタ ル・ ト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン （ Ｄ Ｘ ）

「 ITの浸透が、 人々の生活を あら ゆる 面でよ り 良

い方向に変化さ せる」と いう 概念。デジタ ル変革。
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・ 出前講座

市職員が地域等に出向き、 市民を 対象に市政等

に関する 理解を 深める ために行う 講座。

・ デマン ド 交通

バス や鉄道な ど のよ う に、 あら かじ め決まっ た

時間帯に 決ま っ た 停留所を 運行する ので はな

く 、 予約を 入れて 指定さ れた時間に指定さ れた

場所に送迎する 交通サービ ス。

・ テ レ ワーク

ICTを 活用し て 本拠地のオフ ィ ス から 離れた場

所で 仕事を する、 時間や場所を 有効に活用で き

る 柔軟な働き 方。

・ 電子納付

地方税等の納付を 地方公共団体や金融機関の窓

口に出向く こ と なく 、 パソ コ ン やス マ ート フ ォ

ン 等から イ ン タ ーネッ ト を 通じ て行う こ と 。

 と

・ 道義高揚

人の行う べき 正し い道を 高める こ と 。

・ 東京圏

東京都・ 神奈川県・ 埼玉県・ 千葉県。

・ 道路施設

ト ン ネルや橋梁など の重要構造物や標識、 照明

灯などの道路付属物。

・ 特定保健指導

生活習慣病を よ り 効果的に予防する 目的で 、4 0

～7 4 歳の人を 対象に、 健診でメ タ ボリ ッ ク シン

ド ロ ームを 中心にチェ ッ ク し 、 生活習慣病発病

の危険度によ り 対象者を グループ 分けし て、 危

険度に合わせて、 受診者自ら が生活習慣を 変え

ていける よ う 支援・ 保健指導を 行う こ と 。

・ 特認校制度

自然環境に恵ま れた小規模校の特性を 生かし 、

心身の健康増進・ 体力づく り と と も に、 学ぶ楽

し さ や豊かな人間性を 培いたいと 希望する 保護

者・ 児童生徒に、 一定の条件の下で 特別に入学

（ 転学） を 認める 制度。

・ 都市公園

都市公園法に基づき 、 国・ 都道府県・ 市区町村

が設置・ 管理し ている 公園。

・ 土地区画整理事業

都市計画区域内の土地について、 公共施設の整

備・ 改善、 宅地と し ての利用の増進を 図る ため、

土地区画整理法に 基づい て 行われる 土地の区

画・ 形質の変更、 公共施設の新設・ 変更な ど に

関する 事業。

  に

・ 二次アク セス

複数の交通機関を 利用する 際の2 種類目の交通

機関のこ と 。 例え ば、 鉄道から 路線バス に乗り

継ぐ 場合の路線バスのこ と 。

・ 二次救急医療

入院治療や手術を 必要と する 重症の救急患者へ

の医療。

・ 二次災害

ある 災害が起こ っ た後に、 それが元になっ て 起

こ る 別の災害。

・ 二地域居住

都市部と 地方部に2 つの拠点を 持ち 、 定期的に

地方部で のんびり 過ご し たり 、 仕事を し たり す

る 新し いラ イ フ スタ イ ル。

・ 認知症サポータ ー

認知症について 正し く 理解し 、 偏見を 持たず、

認知症の人や家族を 温かく 見守る 応援者と し

て、 自分のでき る 範囲で活動する 人。

 ね

・ ネーミ ン グラ イ ツ

球場や劇場などの公共施設に名称を付ける権利。

の

・ 農林水産業・ 地域の活力創造プ ラ ン

幅広い政策分野にわたっ て必要と なる 施策を 検

討する こ と を 目的に、 食糧安定供給・ 農林水産

業基盤強化本部（ 本部長： 内閣総理大臣） が、

日本の農林水産業や地域の活力創造に向けた政

策改革のグラ ン ド デザイ ン と し て取り まと めた

計画。

  は

・ バイ パス道路

市街地な ど の混雑区間を 迂回（ う かい）、 ま た

は峠・ 山間部な ど の狭隘区間を 短縮する た め

の道路。

・ 発達障害

生ま れつき みら れる 脳の働き 方の違いによ り 、

幼児のう ち から 行動面や情緒面に特徴がある 状

態。 自閉ス ペ ク ト ラ ム症、 注意欠如・ 多動症

(AD HD )、学習症（ 学習障害）、チッ ク 症、吃音（ き

つおん） など が含まれる 。

・ パブリ ッ ク コ メ ン ト

公的機関等が命令・ 規制・ 基準などを制定・ 改廃

する際に、 事前に広く 一般から 意見を募るこ と 。

・ バリ アフ リ ー

障がい者が社会生活を し て いく 上で の障害（ バ

リ ア） を 取り 除く こ と 。

・ ハロ ーワーク マザーズコ ーナー

子育て世代の就職を 支援する ためのハロ ーワー

ク 内の相談窓口。

  ひ

・ 非核平和宣言

生命の尊厳を 深く 認識し 、 戦争のな い住みよ い

世界を 願う 市の宣言。

・ 日当山西郷（ せご） どん村

西郷隆盛が日当山を 訪れた 際に 滞在し た 龍寶

（ り ゅ う ほう ） 家を 基に建設し た「 西郷どんの宿」

と 物産館・ レ スト ラ ン を 併設し た市の施設。

・ 病院群（ 循環器・ 脳外科救急） 輪番制

地域内の病院の連携によ り 、 輪番制で休日・ 夜

間における 診療体制の確保を 図る も の。

・ 病児・ 病後児保育

子ど も の病気ある いは病気回復期において、 保

護者が家庭で 保育を 行え な い期間内に、 一時的

に施設で保育する 制度。

 ふ

・ 5 G（ フ ァ イ ブジー）

第四世代移動通信シ ス テ ム（ 4 G ）の通信速度を

よ り 高めた次世代の移動通信システム。

・ 扶助費

社会保障制度の一環と し て 、 子ど も ・ 高齢者・

障がい者・ 生活困窮者な ど に対し て 国や地方公

共団体が行う 支援に要する 経費。

・ 普通救命講習

成人への心配蘇生法、AED を 用いた除細動な ど

の救命処置や、 気道異物除去、 止血法な ど の応

急手当を 学ぶ、 一般市民を 対象と し た講習。

・ 普通交付税

地方交付税の一つ。 地方公共団体間の財政不均

衡を 是正する ため、 財源不足額から 算定し て 国

が交付する 。

・ ふる さ と 納税

支援し た い自治体に 寄附を 行っ た 場合に、 寄

附 額 の う ち 2 ,0 0 0 円 を 越 え る 部 分 に つ い て、

所得税と 住民税から 原則と し て 全額が控除さ

れる 制度。

・ ふれあいバス

交通空白地域や交通不便地域の交通弱者等の移

動手段を 確保する ため、 隼人地域を 除く 市内全

域で運行する バス。

・ フ レ イ ル予防

加齢に伴い、 筋力・ 認知機能・ 社会と のつな が

り な ど 心身の活力が低下する 状態（ フ レ イ ル）

を 予防する ための身体・ 認知機能向上、 社会参

加促進の取組。

  へ

・ 平均通過人員

鉄道利用者の1 日における 1 km 当たり の人数の

こ と 。 各路線の年度内の旅客輸送人キロ ÷当該

路線の年度内営業キロ ÷年度内営業日数で算出。

・ 平均通過率

問題ごと の正答ま たは準正答者数の合計を、 解

答者数の合計で割っ た数値の平均。

・ ペーパーレ ス

紙を 使わずに、 情報や資料を コ ン ピ ュ ータ ーな

どによ っ て処理・ 保存する こ と 。

  ほ

・ 放課後児童ク ラ ブ

保護者の就労など によ り 放課後の家庭保育が困

難な 小学生に適切な 遊びや生活の場を 与え、 健

全な育成を 図る 施設。

・ 法人市民税法人税割

法人が国に支払う 法人税額を 基準にし て、 市に

納める 税金。

・ 防犯灯

自治会等が集落内の暗がり を 無く すために設置

する 街灯。
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・ 防犯パト ロ ール隊

犯罪を 未然に 防止する た めに、 自主的に パト

ロ ール活動を 行う 自治会等で 結成さ れた 任意

団体。

・ 母子保健コ ーディ ネータ ー

母子の支援を 充実さ せる ために、 関係機関と の

連携を 図り 、 支援管理を する 保健師等。

・ ほ場整備

耕地区画や用排水路の整備、 土層改良、 農道の

整備、 耕地の集団化な ど の実施によ り 労働生産

性の向上を 図る こ と 。

  ま

・ M a a S（ マース）

M o b il ity a s a Se rviceの略称。ICTを 活用し て、

全て の交通手段によ る モ ビ リ テ ィ （ 移動） を 一

つのサービ ス と し て 捉え、 切れ目な く つなぐ 新

たな移動の概念。

・ マイ ナン バーカ ード

氏名・ 住所・ 生年月日・ 性別・ 顔写真・ 個人番号（ マ

イ ナン バー） な ど が表示さ れ、 本人確認の際の

公的な身分証明書と し て利用でき る ICカ ード 。

・ まち ・ ひと ・ し ごと 創生法

少子高齢化の進展に的確に対応し 、 人口減少に

歯止めを かける と と も に、 東京圏への人口の過

度な 集中を 是正し 、 地方を 活性化する ための基

本理念などを 定める 法律。

・ マン パワー支援事業

大学生等のマ ン パワー（ 人的資源） によ り 、 中

山間地域の集落でのイ ベン ト 等の支援を 行う 市

の事業。

  み

・ みまも り あいアプリ

ス マ ート フ ォ ン で利用で き る 無料のアプ リ 。 ダ

ウン ロ ード し た人が捜索協力者と な り 、 捜索依

頼者が配信し た捜索情報を 受信し 、 行方不明者

の早期発見・ 保護につなげる 。

・ 民生委員

社会福祉の増進に努めるこ と を任務と し、 要保護

者の保護指導、 地域住民の生活状況の把握、 福祉

施設の業務への協力などを行う 民間の奉仕者。

め

・ メ ン タ ルヘルス

心の健康。 精神衛生。

  ゆ

・ U IJ（ ユーアイ ジェ イ ）タ ーン

U タ ーン は、 地方から ど こ か別の地域へ移り

住み、 そ の後ま た 元の地方へ戻り 住むこ と 。I

タ ー ン は、 生ま れ育っ た 地域（ 主に 大都市）

から ど こ か別の地方へ移り 住むこ と 。 J タ ー

ン は、 地方から ど こ か別の地域（ 主に大都市）

に 移り 住み、 そ の後生ま れ育っ た 地方近く の

（ 大都市よ り も 規模の小さ い） 地方大都市圏や、

中規模な 都市へ戻り 住むこ と 。 ●ページ の「 I・

J・ U 」も 同義。

・ ユニバーサルデザイ ン

文化・ 言語・ 国籍の違い、 老若男女と いっ た差異、

障害・ 能力を 問わず、 で き る だけ多く の人が利

用可能と なる よ う な施設等の設計・ デザイ ン 。

・ ユネスコ 世界ジオパーク

国際的な 地質学的価値を 持つ場所や景観が、 保

護や教育、 持続可能な 地域発展な ど の全体的な

概念と 共に運営さ れる 一つの統一さ れた地理的

領域。 ユネスコ の国際地質科学ジオパーク 計画

（ IG G P）の一事業と し て実施さ れている 。

  よ

・ 要介護度

訪問調査や主治医意見書を 基に、 専門家によ る

審査会を 経て決定さ れる 介護サービ スの必要量

の度合い。

・ 4 R（ よ んアール）

Recycle ( リ サイ ク ル・ 再生利用）、reu se ( リ ユー

ス・ 再使用）、 red uce ( リ デュ ース・ 発生抑制）、

re fu se ( リ フ ュ ーズ・ 発生回避） の略称。

ら

・ ラ イ フ ステージ

人間の一生を 段階的に区分し たも の。 一般的に

幼年期・ 少年期・ 青年期・ 壮年期・ 老年期。

・ ラ イ フ ラ イ ン

都市生活の維持に必要不可欠な 、 電気・ ガス・

水道・ 通信・ 輸送など。

  り

・ RESA S（ リ ーサス）

地域経済分析シ ス テ ム（ Re g io n a l Eco n o m y

and So cie ty Ana lyzing System の略称）。 産業

構造や人口動態、 人の流れな ど の官民ビ ッ グ

データ を 集約し 、 可視化する システム。

・ 理学療法士

病気や事故など によ る 身体機能障害から の回復

を 目的に、 運動療法や物理療法を 施す人。

・ リ ノ ベーショ ン まち づく り

今ある 地域資源を 生かし た新たな事業創出に取

り 組み、 それら の過程や成果を 共に楽し むこ と

で、 コ ミ ュ ニテ ィ の育成と エ リ アの価値向上を

図る 、 民間主導のまち づく り の手法。

・「 量」 の改革

民間活力の導入や業務改革等に よ る コ ス ト 削

減、 市民ニーズに即応し た組織体制の構築など。

  れ

・ 令和2（ 2 0 2 0 ）年7 月豪雨

同年7 月3 日から 7 月3 1 日にかけて、 熊本県を 中

心に九州や中部地方など 日本各地で発生し た集

中豪雨。

  ろ

・ 老朽危険空き 家

倒壊する おそれがある など 保安上著し く 危険な

状態にある 空き 家。

・ 6 次産業化

農林漁業者等によ る 地域資源を 活用し た新事業

の創出等を 図る ため、 単独ま たは共同の事業と

し て 農林水産物等の生産やその加工・ 販売を 一

体的に行う 事業活動で、 農林水産物等の価値を

高めたり 、 新たな 価値を 生み出し たり する こ と

を 目指すこ と 。

  わ

・ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス

仕事と 生活の調和。 一人一人がやり がいや充実

感を 持ち な がら 働き、 家庭や地域生活な ど にお

いて も 、 子育て期・ 中高年期と いっ た人生の各

段階に応じ て 多様な生き 方が選択・ 実現で き る

こ と 。

・ ワーケーショ ン

ワーク （ 仕事） と バケーシ ョ ン（ 休暇） を 組み

合わせた造語。 テ レ ワーク 等を 活用し 、 普段の

職場や自宅と は異な る 場所で仕事を し つつ、 自

分の時間も 過ごすこ と 。

・ W i–Fi（ ワイ フ ァ イ ）

パソ コ ン やス マ ート フ ォ ン、 タ ブ レ ッ ト な ど の

ネッ ト ワーク 接続に対応し た機器を、 無線（ ワ

イ ヤ レ ス ） で LAN（ Lo ca l A re a N e tw o rk ）に

接続する 技術。
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第二次霧島市総合計画

表紙絵の説明

作者： 木村美里・ 岩元愛・ 竹中遥・ 本吉良風・ 雪松夢亜

本表紙絵は、「 わたし たち が担う 1 0 年後の霧島市」 を テ ー

マに、 平成 3 0 （ 2 0 1 8 ） 年に県立隼人工業高等学校生５ 人

が描き まし た。

表紙絵に込めら れた思いは次のと おり です。

　 霧島市の明る い未来を イ メ ージ し て 、 夢や希望が伝わ

る よ う な デザイ ン を 目指し まし た。 難し かっ たと こ ろ は、

全体的に 明る い 配色に し つ つ、「 今あ る 霧島市の名所」

と 「 未来の霧島市」 を 交えて描いたと こ ろ です。

みんな で 協力し て 完成さ せたこ の絵を 、 多く の人に見て

いただけたら う れし いです。
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